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○おだわら高齢者福祉介護計画策定検討委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和54年小田原市条例第１号）第２条の

規定に基づき設置されたおだわら高齢者福祉介護計画策定検討委員会（以下「委員会」と

いう。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、おだわら高齢者福祉介護計画の策定に関する事項につき、市長の諮問に

応じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するも

のとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから必要の都度、

市長が委嘱する。 

(１) 医師 

(２) 歯科医師 

(３) 薬剤師 

(４) 民生委員 

(５) 地域密着型サービス事業所の管理者 

(６) 介護老人保健施設の管理者 

(７) 介護老人福祉施設の管理者 

(８) 老人クラブの関係者 

(９) 住民組織の役員 

(10) 社会福祉法人小田原市社会福祉協議会の役員 

(11) 労働団体の役員 

(12) 学識経験者 

(13) 公募市民 

(14) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、委嘱の日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただし、委員が欠け

た場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

資料２ 
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３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（関係者の出席） 

第６条 委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者の出

席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同

様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の事務は、福祉健康部高齢介護課において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第21号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。























































































































































在宅介護実態調査報告書（案） 

平成２９年７月 

＜小田原市＞ 
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I 在宅介護実態調査の概要 

1 アンケート調査の実施概要

(1) 調査の対象者（数）と期間 

 本調査の対象は、在宅で生活している要支援・要介護者のうち「要支援・要介護認定の更新申

請・区分変更申請」をし、対象期間中に認定調査を受けた人です。 

 したがって、医療機関に入院している人、特別養護老人ホーム・老人保健施設・介護療養型医

療施設・特定施設・グループホーム・地域密着型特定施設・地域密着型特別養護老人ホームに入

所又は入居している人は、調査の対象とはなっていません（なお、特定施設入居者生活介護又は

地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム、ケアハウス、サービ

ス付き高齢者向け住宅などの入居者は在宅として、本調査の対象としています）。 

 調査対象期間、及び調査対象者数（回収票数ベース）は、次のとおりです。 

  対象期間 平成 29年 1 月～6月 

  対象者数 558 票 

  回収票数 351 票 

  回 収 率 62.9％ 

(2) 調査の方法・手順 

 （1）の対象者の方が要介護認定の訪問調査を受ける際に、認定調査員が、主として認定調査の

概況調査の内容を質問しながら、本調査の調査票に関連内容を転記する方法で調査を行った。回

答票はマークシート方式とし、主な介護者が認定調査に同席している場合は、主な介護者からも

聞き取りを行いました。 

 なお、認定調査データと関連付けた分析を行うため、回答票には調査対象者の「被保険者番号」

を記載しました。 

 調査・分析の具体的な手順を、以下に示します。 

調査の方法・手順 

ＳＴＥＰ１ ・認定調査の訪問時に、本調査を同時に実施し、回答票（紙ベースのマー

クシート）に記入します。調査項目は、一部の質問を除き、実際に概況

調査等で聞き取る内容であり、基本的に申請者への聞き取り内容は通常

の訪問調査と大きくは変わりません。 

ＳＴＥＰ２ ・回答票をデータ化します。 

ＳＴＥＰ３ ・認定調査終了後は、通常の認定事務のプロセスで処理を行い審査会の二

次判定を経て、認定結果を認定ソフト 2009 から CSV ファイルで出力しま

す。 

ＳＴＥＰ４ ・アンケート調査の結果と認定調査の結果を「被保険者番号」で関連付け

て、両データを合わせた詳細な分析を行います。 
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調査の実施から分析までのフロー 
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2 検討テーマと集計・分析の狙い

 「Ⅱ 介護保険事業計画の策定に向けた検討」で扱うテーマは、以下のとおりです。 

＜検討テーマと集計・分析の狙い（一覧）＞ 

■要介護者の在宅生活の継続／介護者の就労継続 

基本的な視点 検討テーマ 集計・分析の狙い 

要介護者の

在宅生活の

継続

１ 在宅限界点の向

上のための支援・サ

ービスの提供体制の

検討 

（6ページ） 

〇 主に「Ａ票-問 10_施設等の検討状況」の「入所・

入居は検討していない」の割合と、「B 票-問５_

介護者が不安になる介護」を指標としながら、サ

ービス利用のパターンとの関係を分析し、在宅生

活の継続が困難となる限界点（在宅限界点）の向

上を図るために必要となる取組について検討し

ます。 

介護者の

就労継続

２ 仕事と介護の両

立に向けた支援・サ

ービスの提供体制の

検討 

（30 ページ） 

〇 主に「B 票-問１_介護者の就労状況」と「B 票-

問４_介護者の就労継続の可否に係る意識」を指

標としながら、介護状況やサービス利用のパター

ンとの関係を分析し、介護者の就労継続のために

必要となる取組について検討します。 

■支援・サービスの提供体制の検討 

検討テーマ 集計・分析の狙い 

３ 保険外の支援・サービスを中心

とした地域資源の整備の検討 

（51 ページ） 

〇 主に「Ａ票-問９_今後の在宅生活の継続に必要

と感じる支援・サービス」について、世帯類型別・

要介護度別のニーズを集計・分析し、整備が必要

となる地域資源を検討します。

４ 将来の世帯類型の変化に応じた

支援・サービスの提供体制の検討 

（66 ページ） 

〇 主に「Ａ票-問１_世帯類型」について、世帯類

型別のサービス利用のパターンを集計・分析し、

将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの

提供体制について検討します。

５ 医療ニーズの高い在宅療養者を

支える支援・サービスの提供体制の

検討 

（78 ページ） 

〇 主に「Ａ票-問 12_訪問診療の利用の有無」につ

いて、訪問診療の利用の有無別のサービス利用の

パターンを集計・分析し、医療ニーズのある在宅

療養者を支えるための支援・サービスの提供体制

について検討します。 

６ 参考資料 

（85 ページ） 

〇 上記以外の、地域での検討に有用と考えられる

データについて掲載します。
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3 集計・分析における留意点

(1) サービス利用の回数・組み合わせ等に着目した集計・分析に係る用語の定義 

 本集計・分析では、介護保険サービスの利用回数・利用の組み合わせ等に着目した集計・分析

を行うため、介護保険サービスを大きく、「訪問系」、「通所系」、「短期系」の３つに分類して集計

しています。なお、介護保険サービスの中には介護予防・日常生活支援総合事業を通じて提供さ

れる「介護予防・生活支援サービス」も含まれます。 

 それぞれ、用語の定義は以下のとおりです。 

＜サービス利用の分析に用いた用語の定義＞

用語 定義 

未利用 ・「住宅改修」、「福祉用具貸与・購入」のみを利用している方について

は、未利用として集計しています。 

訪問系 ・（介護予防）訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問

看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養

管理指導、夜間対応型訪問介護を「訪問系」として集計しています。

通所系 ・（介護予防）通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護

予防）認知症対応型通所介護を「通所系」として集計しています。 

短期系 ・（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護を「短

期系」として集計しています。 

その他 小規模 

多機能 

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護を「小規模多機能」として集計

しています。 

看護 

多機能 

・看護小規模多機能型居宅介護を「看護多機能」として集計していま

す。 

定期巡回 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護を「定期巡回」として集計して

います。 

＜サービス利用の組み合わせの分析に用いた用語の定義＞

用語 定義 

未利用 ・上表に同じ 

訪問系のみ ・上表の「訪問系」もしくは「定期巡回」のみの利用を集計していま

す。 

訪問系を含む 

組み合わせ 

・上表の「訪問系（もしくは定期巡回）」＋「通所系」、「訪問系（もし

くは定期巡回）」＋「短期系」、「訪問系（もしくは定期巡回）」＋「通

所系」＋「短期系」、「小規模多機能」、「看護多機能」の利用を集計

しています。 

通所系・短期系の

み 

・上表の「通所系」、「短期系」、「通所系」＋「短期系」の利用を集計

しています。 
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(2) サービス利用のカテゴリー化に係る注意点

 (1)のとおり、「試行調査に基づく調査報告書」と「自治体ごとの集計分析結果」では、介護保

険サービスを大きく、「訪問系」、「通所系」、「短期系」の３つに分類して集計しています。 

 実際には、訪問系は、訪問介護や訪問リハビリテーション、訪問看護など、内容の異なる複数

のサービスがまとめて集計されていることから、訪問介護が必要であるか、訪問看護が必要であ

るかといったような細かな分析はできません。

 サービスの内容をまとめて集計しているのは、サービスの分類が細分化された状態では、サン

プル数に制約があるため、十分な分析をすることが困難であることが挙げられます。在宅介護実

態調査では、訪問系・通所系・短期系という大まかなくくりからその傾向を把握するとともに、

より詳細な分析は個別のサービスごとに改めて集計するか、「関係者間での議論と考察」を経て専

門職の視点などに基づいて行うことを想定しています。

(3) 施設等検討の状況に係る用語の定義 

 本集計・分析では、施設等検討の状況について、「入所・入居は検討していない（検討していな

い）」、「入所・入居を検討している（検討中）」、「すでに入所・入居申し込みをしている（申請済

み）」の３つに分類して集計しています。 

 ここでの、施設等の定義については、調査票内において「「施設等」とは、特別養護老人ホーム、

老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設（有料老人ホーム等）、グループホーム、地域密着

型特定施設、地域密着型特別養護老人ホームを指します。」としています。 

 したがって、ここでの施設等とは、介護保険施設に限定するものではありません。 

(4) 回答の構成比 

端数処理の関係上、構成比（％）の合計が 100％とならないことがあります。 
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Ⅱ 介護保険事業計画の策定に向けた検討 

1  在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体制の検討 

1.1  集計・分析の狙い 

〇 ここでは、在宅生活の継続が困難となる限界点（在宅限界点）の向上に向けて必要となる支

援・サービスを検討するために、「在宅生活の継続」と「介護者不安の軽減」の２つの視点か

らの集計を行っています。 

〇 それぞれ、「どのようなサービス利用パターンの場合」に、「在宅生活を継続することができ

ると考えているのか」、もしくは「介護者の不安が軽減されているのか」を分析するために、

「サービス利用パターン」とのクロス集計を行っています。 

〇 なお、「サービス利用パターン」は、「サービス利用の組み合わせ」と「サービス利用の回数」

の２つからなります。 

〇 また、在宅限界点についての分析を行うという主旨から、多くの集計は要介護３以上、もし

くは認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の方に限定して集計をしています。 
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1.2  集計結果 

(1)  基礎集計 

○ 施設等の検討状況は、「検討していない」が 78.3％、「検討中」もしくは「申請済み」が 19.7％

でした（図表 1-1）。 

図表 1-1 施設等検討の状況 

○ 要介護度別にみると、要介護３以上では「検討していない」が 66.0％、「検討中」が 25.5％、

「申請済み」が 8.5％でした（図表 1-2）。世帯類型別では、「検討していない」の割合が最も

低いのは単身世帯で 70.1％、最も高いのは夫婦のみ世帯で 85.2％でした（図表 1-3）。 

図表 1-2 要介護度別・施設等検討の状況 

図表 1-3 世帯類型別・施設等検討の状況 

78.3% 15.7% 4.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

検討していない 検討中 申請済み 無回答

91.4%

81.6%

66.0%

7.4%

15.2%

25.5%

1.2%

3.2%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=81)

要介護１・２(n=158)

要介護３以上
(n=94)

検討していない 検討中 申請済み

70.1%

85.2%

80.9%

25.4%

11.5%

14.8%

4.5%

3.3%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=67)

夫婦のみ世帯

(n=61)

その他(n=209)

検討していない 検討中 申請済み
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(2)  要介護度・認知症自立度の重度化に伴う「主な介護者が不安に感じる介護」の変化 

【着目すべきポイント】 

○ 「現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護」について、

要介護３以上では、特に「認知症状への対応」と「夜間の排泄」について、主な介護者の不

安が大きい傾向がみられました（図表 1-4）。 

○ また、認知症自立度別にみた場合についても、概ね同様の傾向がみられました（図表 1-5）。 

○ なお、要支援１・２と要介護１・２の方については、「外出の付き添い、送迎等」について、

主な介護者の不安が大きい傾向がみられました（図表 1-4）。 

○ したがって、要介護３以上では、主な介護者が「在宅生活の継続が困難」と判断する特に重

要なポイントとして、「認知症」と「（夜間の）排泄」の２点が挙げられると考えられます。 

○ 主な介護者の不安を軽減し、在宅限界点を向上させるために必要な支援・サービスの提供体

制を構築する際の視点として、例えば、主な介護者の方の「認知症状への対応」と「（夜間の）

排泄」に係る不安をいかに軽減していくかに焦点を当てることが効果的であると考えられま

す。 

○ また、要支援１～要介護２については、「外出の付き添い、送迎等」の支援・サービスを充実

させることが、主な介護者の不安軽減には重要であると考えられます。 



9

図表 1-4 要介護度別・介護者が不安に感じる介護  

8.8%

7.0%

1.8%

12.3%

1.8%

0.0%

12.3%

24.6%

5.3%

17.5%

0.0%

17.5%

17.5%

8.8%

5.3%

21.1%

12.3%

16.8%

20.4%

2.2%

17.5%

4.4%

1.5%

17.5%

30.7%

6.6%

29.2%

2.2%

11.7%

9.5%

3.6%

13.1%

11.7%

2.9%

25.3%

40.5%

10.1%

11.4%

0.0%

1.3%

20.3%

13.9%

5.1%

32.9%

5.1%

3.8%

2.5%

3.8%

10.1%

11.4%

1.3%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ

等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=57) 要介護１・２(n=137) 要介護３以上(n=79)
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図表 1-5 認知症自立度別・介護者が不安に感じる介護 

8.8%

16.0%

1.6%

19.2%

3.2%

1.6%

19.2%

29.6%

4.0%

8.0%

0.8%

12.0%

14.4%

4.8%

13.6%

16.8%

8.0%

24.3%

25.2%

3.9%

12.6%

2.9%

1.0%

17.5%

22.3%

8.7%

40.8%

3.9%

11.7%

6.8%

3.9%

8.7%

11.7%

1.0%

25.0%

38.6%

13.6%

6.8%

0.0%

0.0%

13.6%

18.2%

4.5%

50.0%

4.5%

4.5%

0.0%

6.8%

6.8%

9.1%

2.3%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ

等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

自立＋Ⅰ(n=125) Ⅱ(n=103) Ⅲ以上(n=44)
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(3)  要介護度・認知症自立度の重度化に伴う「サービス利用の組み合わせ」の変化 

○ 要介護度の重度化に伴う「サービス利用の組み合わせ」の変化に着目すると、徐々に「訪問

系＋通所系」、「通所系＋短期系」の割合が増加する傾向がみられました（図表 1-6）。

図表 1-6 要介護度別・サービス利用の組み合わせ 

43.9%

13.4%

32.9%

1.2%

8.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.3%

16.7%

51.2%

1.9%

13.0%

0.0%

1.9%

0.6%

1.9%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

8.3%

14.6%

32.3%

3.1%

19.8%

0.0%

9.4%

6.3%

5.2%

0.0%

1.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

未利用

訪問系のみ

通所系のみ

短期系のみ

訪問＋通所

訪問＋短期

通所＋短期

訪問＋通所＋短期

小規模多機能

看護多機能

定期巡回のみ

定期巡回＋通所

定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期

要支援１・２(n=82) 要介護１・２(n=162) 要介護３以上(n=96)
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○ なお、認知症の重度化に伴う「サービス利用の組み合わせ」の変化に着目すると、要介護度

別のサービス利用と同様に「訪問系＋通所系」や「通所系＋短期系」のサービス利用が増加

する傾向がみられました。自立度Ⅲ以上では、「訪問＋通所＋短期」及び「小規模多機能」の

サービス利用が増加しています（図表 1-7）。 

図表 1-7 認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ 

29.6%

18.5%

37.0%

0.6%

11.7%

0.0%

0.6%

0.6%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.2%

11.9%

54.2%

2.5%

16.1%

0.0%

3.4%

0.0%

0.8%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.0%

5.1%

13.6%

28.8%

5.1%

15.3%

0.0%

11.9%

10.2%

8.5%

0.0%

1.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

未利用

訪問系のみ

通所系のみ

短期系のみ

訪問＋通所

訪問＋短期

通所＋短期

訪問＋通所＋短期

小規模多機能

看護多機能

定期巡回のみ

定期巡回＋通所

定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期

自立＋Ⅰ(n=162) Ⅱ(n=118) Ⅲ以上(n=59)
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○ また、「サービス利用の組み合わせ」を「訪問系のみ」、「訪問系を含む組み合わせ」、「通所系・

短期系のみ」の３つに分類した場合には、特に要介護度の重度化に伴い「訪問系を含む組み

合わせ」の割合が高まる傾向がみられました（図表 1-8）。 

○ なお、認知症自立度の重度化に伴う変化でも、同様に「訪問系を含む組み合わせ」の割合が

高まる傾向がみられました（図表 1-9）。 

図表 1-8 要介護度別・サービス利用の組み合わせ 

図表 1-9 認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ 

○ 「訪問系を含む組み合わせ」とは、「訪問系＋通所系」や「訪問系＋短期系」、「訪問系＋通所

系＋短期系」などの、訪問系を含む組み合わせ利用です。 

○ 今後、増加が見込まれる中重度の在宅療養者を支えていくためには、「訪問系」サービスを軸

としながら、このような複数のサービスを一体的に提供していく体制を、地域の中にいかに

整えていくかを考えていくことが重要であるといえます。 

43.9%

12.3%

8.3%

13.4%

17.3%

15.6%

8.5%

15.4%

31.3%

34.1%

54.9%

44.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=82)

要介護１・２(n=162)

要介護３以上(n=96)

未利用 訪問系のみ

訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

29.6%

10.2%

5.1%

18.5%

12.7%

15.3%

13.6%

16.9%

33.9%

38.3%

60.2%

45.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=162)

Ⅱ(n=118)

Ⅲ以上(n=59)

未利用 訪問系のみ

訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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(4)  「サービス利用の組み合わせ」と「施設等検討の状況」の関係 

○ 要介護３以上及び要介護４以上における「サービス利用の組み合わせ」と「施設等検討の状

況」をみると、「検討していない」の割合が最も高いのは「訪問系のみ」となっています。ま

た、「通所系・短期系のみ」では、「検討中」と「申請済み」の割合が比較的高くなっていま

す（図表 1-10～図表 1-11）。 

図表 1-10 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

図表 1-11 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護４以上） 

図表 1-12 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（認知症Ⅲ以上） 

73.3%

62.1%

62.8%

20.0%

24.1%

30.2%

6.7%

13.8%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系のみ(n=15)

訪問系を含む組み合わせ
(n=29)

通所系・短期系のみ(n=43)

検討していない 検討中 申請済み

63.6%

61.9%

55.6%

27.3%

23.8%

33.3%

9.1%

14.3%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系のみ(n=11)

訪問系を含む組み合わせ(n=21)

通所系・短期系のみ(n=18)

検討していない 検討中 申請済み

44.4%

52.6%

55.6%

44.4%

31.6%

33.3%

11.1%

15.8%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系のみ(n=9)

訪問系を含む組み合わせ
(n=19)

通所系・短期系のみ(n=27)

検討していない 検討中 申請済み
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○ 「施設等検討の状況」と「サービス利用の組み合わせ」をみると、全体としては「検討して

いない」から「検討中」、「申請済み」となるにしたがって、「訪問系のみ」の割合が低くなり、

「訪問系を含む組み合わせ」の割合が高くなる傾向がみられます（図表 1-13～図表 1-15）。 

図表 1-13 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

図表 1-14 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護４以上） 

図表 1-15 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（認知症Ⅲ以上） 
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検討中(n=24)
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未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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45.0%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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申請済み(n=7)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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(5)  「サービス利用の組み合わせ」と「主な介護者が不安に感じる介護」の関係 

○ 「サービス利用の組み合わせ」と「介護者が不安を感じる介護」の関係を、特に在宅限界点

のポイントとなる「夜間の排泄」及び「認知症状への対応」についてみると、「夜間の排泄」

では、「訪問系のみ」利用しているケースで、「認知症状への対応」では、「訪問系を含む組み

合わせ利用」しているケースで、より介護者の不安が小さくなる傾向がみられました（図表

1-16）。 

○ このように、仮に介護者の負担が大きく、現在はレスパイト中心のサービス利用であるケー

スについても、必要に応じて「訪問系」及び「訪問系を含む組み合わせ」利用を推進してい

くことで、介護者の不安を軽減し、在宅限界点の向上につなげていくことも可能であると考

えられます。 
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図表 1-16 サービス利用の組み合わせ別・介護者が不安を感じる介護（要介護３以上） 
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図表 1-17 サービス利用の組み合わせ別・介護者が不安を感じる介護（認知症Ⅲ以上） 
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(6)  「サービス利用の回数」と「施設等検討の状況」の関係 

○ 要介護３以上及び認知症自立度Ⅲ以上のケースにおいて、訪問系サービスの利用回数が１～

15 回の場合、施設等検討の状況における「検討していない」の割合を高く維持する傾向がみ

られました（図表 1-18～図表 1-19）。 

図表 1-18 サービス利用回数と施設等検討の状況（訪問系、要介護３以上） 

図表 1-19 サービス利用回数と施設等検討の状況（訪問系、認知症Ⅲ以上） 
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7.5%
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訪問系_0回(n=53)
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検討していない 検討中 申請済み
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50.0%

36.4%

33.3%

30.0%

12.1%

6.7%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系_0回(n=33)

訪問系_1～14回
(n=15)

訪問系_15回以上
(n=10)

検討していない 検討中 申請済み
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○ 一方で、短期系のサービスについては、10 回/月を超える利用では、施設等検討の状況にお

ける「検討していない」の割合が、下がる傾向がみられました（図表 1-22～図表 1-23）。 

○ これは、短期系のようなレスパイト機能を持つサービスの利用は、介護者の負担を軽減する

などの効果は期待されるものの、過度に偏った利用をしているケースでは、在宅生活の継続

が難しくなっているものと考えられます。 

○ このような傾向から、中重度の要介護者の在宅限界点を高めるためのサービス利用としては、

多頻度の訪問を活用しつつ、介護者の負担を軽減するための通所系・短期系のサービスを適

度に利用していくことで、より高い効果を期待することができると考えられます。 

図表 1-20 サービス利用回数と施設等検討の状況（通所系、要介護３以上） 

図表 1-21 サービス利用回数と施設等検討の状況（通所系、認知症Ⅲ以上） 
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11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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検討していない 検討中 申請済み
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15.8%
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11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通所系_0回(n=19)

通所系_1～14回(n=30)

通所系_15回以上(n=9)

検討していない 検討中 申請済み
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図表 1-22 サービス利用回数と施設等検討の状況（短期系、要介護３以上） 

図表 1-23 サービス利用回数と施設等検討の状況（短期系、認知症Ⅲ以上） 
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検討していない 検討中 申請済み
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(7)  「サービス利用の回数」と「主な介護者が不安に感じる介護」の関係 

○ 要介護３以上及び認知症自立度Ⅲ以上のケースにおいて、訪問系サービスの利用回数の増加

が、介護者の「認知症状への対応」と「夜間の排泄」に係る不安を軽減する傾向がみられま

した（図表 1-24～図表 1-25）。 

図表 1-24 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（訪問系、要介護３以上） 
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図表 1-25 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（訪問系、認知症Ⅲ以上） 
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○ 一方で、要介護３以上のケースにおいて、通所系と短期系のサービスについては、利用回数

の増加に伴い介護者の「認知症状への対応」と「夜間の排泄」に係る不安が軽減する傾向は

みられませんでした（図表 1-26・図表 1-28）。 

図表 1-26 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（通所系、要介護３以上） 
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図表 1-27 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（通所系、認知症Ⅲ以上） 
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図表 1-28 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（短期系、要介護３以上） 
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図表 1-29 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（短期系、認知症Ⅲ以上） 
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1.3  考察 

(1) 「認知症状への対応」、「（夜間の）排泄」、「外出支援」に焦点を当てた対応策の検討 

○ 介護者不安の側面からみた場合の、在宅限界点に影響を与える要素としては、「認知症状への

対応」と「夜間の排泄」の２つが得られました。 

○ 介護者の方の「認知症状への対応」と「夜間の排泄」に係る介護不安をいかに軽減していく

かが、在宅限界点の向上を図るための重要なポイントになると考えられます。 

○ なお、要支援１～要介護２のケースでは「外出の付き添い、送迎等」に係る介護者不安が大

きくなっていました。 

○ したがって、地域目標である「要介護者の在宅生活の継続」（アウトカム）の達成に向けては、

「認知症状への対応」と「（夜間の）排泄」、「外出支援」の３点に係る介護者不安の軽減を目

標（アウトプット）として地域の関係者間で共有し、具体的な取組につなげていくことが１

つの方法として考えられます。 

○ 具体的な取組としては、「認知症状への対応」と「（夜間の）排泄」、「外出支援」の３点に係

る介護者不安の軽減を目標としながら、その達成に求められる、「地域資源（保険内外の支援・

サービス）」、「ケアマネジメント」、「各職種に期待される役割」、「多職種連携のあり方」等に

ついて、関係者間での検討を進めていくことなどが考えられます。 

(2) 複数の支援・サービスの一体的な提供に向けた支援・サービスの検討 

○ 「要介護度」と「サービス利用の組み合わせ」の関係から、要介護度の重度化に伴い、「訪問

系サービスを含む組み合わせ利用」が増加する傾向がみられました。 

○ 在宅生活の継続に向けては、訪問系サービスの利用を軸としながら、必要に応じて通所系・

短期系といったサービスを組み合わせて利用していくことが効果的であり、今後は中重度の

在宅療養者が増加していく中で、このような複数の支援・サービスを如何に一体的に提供し

ていくかが重要になると考えられます。 

○ さらに、これら複数のサービスの一体的な提供を、円滑な連携のもとに実現していくために

は、小規模多機能型居宅介護など複数のサービス機能を一体的に提供する包括的サービスの

整備を進めていくことが効果的であると考えられます。 

○ また、地域医療構想の検討における「2025 年の在宅医療等で対応が必要な医療需要」の需要

量予測の結果等から、将来的に医療ニーズのある在宅療養者の大幅な増加が見込まれていま

す。 

○ したがって、具体的な取組としては、このような医療ニーズのある在宅療養者の増加にも対

応していくため、小規模多機能型居宅介護の整備を推進しながら、段階的に（もしくは同時

並行的に）、小規模多機能型居宅介護に訪問看護を組み合わせた「看護小規模多機能型居宅介

護」の整備・充実を進めていくことなどが考えられます。 
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○ 併せて、医療ニーズのある在宅療養者の生活を支えることができるよう、医師会、歯科医師

会、薬剤師会等の医療職と在宅介護を支える専門職とが連携することも求められます。 

(3) 多頻度の訪問を含む、複数の支援・サービスを組み合わせたサービス提供 

○ 「サービスの利用回数」と「施設等検討の状況」の関係から、訪問系サービスを一定回数以

上利用しているケースで、「施設等を検討していない」との回答が多くなる傾向がみられまし

た。 

○ また、訪問系サービスを頻回に利用しているケースでは、「認知症状への対応」や「夜間の排

泄」に係る介護者不安が軽減される傾向もみられました。 

○ したがって、多頻度の訪問系サービスの利用を軸としながら、介護者の負担を軽減するレス

パイト機能をもつ通所系・短期系サービスを組み合わせて利用していくことが、在宅限界点

の向上に寄与すると考えられます。 

○ このような多頻度の訪問系サービスの提供を実現するためには、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の整備を進めていくことが効果的であると考えられます。 

○ 以上のような考えのもと、具体的な取組としては、「通いを中心とした包括的サービス拠点」

として小規模多機能型居宅介護（もしくは看護小規模多機能型居宅介護）の整備を進めてい

くとともに、「訪問介護・看護の包括的サービス拠点」として、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の整備を進めていくことなどが考えられます。 

○ なお、多頻度の訪問が、「認知症状への対応」や「夜間の排泄」に係る介護者の不安の軽減に

寄与する傾向がみられたことは、在宅での生活に、介護職・看護職等の目が多く入ることに

より、在宅での生活環境の改善や介護者の不安の軽減につながったものと考えられます。 

(4) 一体的な支援・サービスの提供に向けた地域内における連携の強化 

○ 以上のように、在宅限界点の向上を図るため、各種の地域密着型サービスの整備を検討して

いくこととしますが、特にこれらのサービスの整備が困難な地域においては、各事業所間の

連携を強化していくことで、一体的なサービス提供の実現を図っていくこと１つの方法とし

て考えられます。 

○ そのための具体的な取組としては、全ての事業者を対象とした「情報共有手法の統一化」、「合

同研修を通じた相互理解の推進」などが考えられます。 

○ なお、情報共有手法の検討や合同研修の実施の際には、「要介護者の在宅生活の継続」に向け

て重要となる、「認知症に係る介護者不安の軽減」や「在宅での排泄の介護負担の軽減」など、

地域で設定した共通の目標について、多職種で問題解決の方法を検討するなど、合わせて目

標の共有化を進めていくことが重要であると考えられます。
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2  仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体制の検討 

2.1  集計・分析の狙い 

〇 ここでは、介護者の就労継続見込みの向上に向けて必要となる支援・サービスを検討するた

めに、「主な介護者の就労状況」と「主な介護者の就労継続見込み」の２つの視点からの集計

を行っています。 

〇 具体的には、「就労している介護者（フルタイム勤務、パートタイム勤務）」と「就労してい

ない介護者」の違いに着目し、就労している介護者の属性や介護状況の特徴別に、必要な支

援を集計・分析しています。 

〇 さらに、「どのようなサービス利用」や「働き方の調整・職場の支援」を受けている場合に、

「就労を継続することができる」という見込みを持つことができるのかを分析するために、

主な介護者の「就労継続見込み」と、「主な介護者が行っている介護」や「介護保険サービス

の利用の有無」、「介護のための働き方の調整」などとのクロス集計を行っています。 

〇 上記の視点からの分析では、要介護度や認知症高齢者の日常生活自立度といった要介護者の

状態別の分析も加え、要介護者の自立度が重くなっても、在宅生活や就労を継続できる支援

のあり方を検討しています。 

2.2  集計結果と着目すべきポイント 

(1) 就労状況別の基本属性 

○ 就労している介護者（フルタイム勤務・パートタイム勤務）と就労していない介護者の基本

属性の違いをみるために、「主な介護者」の就労状況（フルタイム勤務・パートタイム勤務・

働いていない）を軸にクロス集計を行っています。 

○ 要介護者の世帯類型については、主な介護者がフルタイム勤務の場合、「単身世帯」もしくは

「その他世帯」の割合が高くなっています。また、主な介護者の要介護者との続き柄は「子」

が最も多く、年齢は「50代」～「60 代」が高くなっています（図表 2-1～図表 2-3）。 

○ 一方、主な介護者が働いていない場合は、要介護者の世帯類型は「夫婦のみ世帯」の割合が

高く、主な介護者の介護者との続き柄は「配偶者」が 42.9％、年齢は「70代以上」が 45.4％

を占めています（図表 2-1～図表 2-3）。 

○ フルタイム勤務とパートタイム勤務との違いをみると、フルタイム勤務の介護者については、

「男性」の割合が高い傾向がみられました（図表 2-4）。 

○ 要介護者の要介護度については、就労している介護者に比べ就労していない介護者では、「要

支援」の割合がやや低い傾向がみられます（図表 2-5）。認知症自立度については、就労して

いない介護者では、「自立＋Ⅰ」の割合がやや高い傾向がみられます（図表 2-6）。ただし、

要介護者の自立度は、介護者の性別や年齢、世帯の状況に比べると、差が小さいといえます。 
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図表 2-1 就労状況別・世帯類型 

図表 2-2 就労状況別・主な介護者の本人との関係 

図表 2-3 就労状況別・主な介護者の年齢 
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図表 2-4 就労状況別・主な介護者の性別 

図表 2-5 就労状況別・要介護度 

図表 2-6 就労状況別・認知症自立度 
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(2)  就労状況別、主な介護者が行っている介護と就労継続見込み 

○ 主な介護者の就労状況別に、家族が行っている介護の内容等をみています。 

○ 家族等による介護の頻度は、フルタイム勤務では、「週 1 日以下」もしくは「週 1～2 日」が

高くなっており、就労していない場合と比べて、介護の頻度は低くなっています（図表 2-7）。 

○ 主な介護者の就労の程度（就労していない＜パートタイム勤務＜フルタイム勤務）に応じて、

介護者が行っている割合が低くなる介護は、「日中の排泄」「夜間の排泄」「身だしなみ」「衣

服の着脱」「屋内の移乗・移動」が挙げられます（図表 2-8）。 

○ こうした介護については、就労している介護者の方が、要介護者の要介護度や認知症自立度

がやや重いために、介護の必要性が低い可能性と、就労している介護者が担うことが困難で

他の介護者や介護サービスの支援を必要としている可能性が考えられます。 

○ 就労している介護者の今後の就労継続見込みをみると、フルタイム勤務とパートタイム勤務

とで、ほとんど差はみられません（図表 2-9）。 

○ さらに要介護度別に就労している介護者の就労継続見込みを見ると、「要支援１～要介護１」

と「要介護２以上」では、「問題なく、続けていける」と「問題はあるが、何とか続けていけ

る」をあわせた割合で「続けていける」割合をみると、ほとんど差がみられません（図表2-10）。 

○ 認知症自立度についても、「自立＋Ⅰ」と「Ⅱ以上」で就労継続見込みをみると、「問題なく、

続けていける」と考える人の割合では大きな差がみられますが、「問題はあるが、何とか続け

ていける」をあわせた割合で「続けていける」割合をみると、差がほとんどありません(図表

2-11)。 

図表 2-7 就労状況別・家族等による介護の頻度 
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図表 2-8 就労状況別・主な介護者が行っている介護 
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図表 2-9 就労状況別・就労継続見込み 

図表 2-10 要介護度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

図表 2-11 認知症自立度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 
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(3)  「介護保険サービスの利用状況」・「主な介護者が不安に感じる介護」と「就労継続見込

み」の関係 

○ 介護保険サービスの利用状況をみると、フルタイム勤務と比べて就労していない、パートタ

イム勤務で、「利用している」割合が低い状況です（図表 2-12）。 

○ また、就労している人（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）の就労継続見込み別にみると、

「続けていくのはやや難しい＋かなり難しい」で、「問題なく、続けていける」「問題はある

が、何とか続けていける」に比べて、介護保険サービスを利用している割合が低い状況です

（図表 2-13）。 

○ 未利用の理由は、要支援１・２では「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」

割合が高く、要介護１以上では「本人にサービス利用の希望がない」割合が高い状況です。

就労継続見込み別では、「問題はあるが、何とか続けていける」「続けていくのはやや難しい

＋かなり難しい」では、「本人にサービス利用の希望がない」割合が高い傾向が見られました

（図表 2-14_1、図表 2-14_2）。 

○ 「今後の在宅生活継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護」については、「問題はある

が、何とか続けていける」、もしくは「続けていくのは難しい」とする人では、「日中の排泄」

「屋内の移乗・移動」「外出の付き添い」「食事の準備（調理等）」が高い傾向がみられました

（図表 2-15）。 

○ これらの介護が「在宅生活を継続しながらの就労継続」について、介護者が可否を判断する

ポイントとなっている可能性があります。 

図表 2-12 就労状況別・介護保険サービス利用の有無 

89.5%

78.0%

78.9%

10.5%

22.0%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=76)

パートタイム勤務
(n=59)

働いていない(n=166)

利用している 利用していない
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図表 2-13 就労継続見込み別・介護保険サービス利用の有無（フルタイム勤務＋パートタイム勤

務） 

図表 2-14_1 要介護度別のサービス未利用の理由 

87.5%

91.3%

66.7%

12.5%

8.7%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題なく、続けていける(n=24)

問題はあるが、何とか続けていける
(n=69)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」
(n=24)

利用している 利用していない

44.8%

20.7%

10.3%

3.4%

0.0%

0.0%

3.4%

0.0%

34.5%

20.0%

35.0%

15.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

14.3%

42.9%

14.3%

0.0%

14.3%

28.6%

0.0%

0.0%

14.3%

0% 20% 40% 60%

現状では、サービスを利用するほどの
状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が
あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、
身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを
利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方
法が分からない

その他

要支援１・２(n=29) 要介護１・２(n=20) 要介護３以上(n=7)



38

図表 2-14_2 就労継続見込み別・サービス未利用の理由（フルタイム勤務＋パート勤務） 

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

66.7%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

14.3%

42.9%

0.0%

0.0%

14.3%

14.3%

0.0%

0.0%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80%

現状では、サービスを利用するほどの

状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が
あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、
身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを
利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方
法が分からない

その他

問題なく、続けていける(n=3)

問題はあるが、何とか続けていける(n=6)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=7)
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図表2-15 就労継続見込み別・介護者が不安に感じる介護（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

12.0%

16.0%

0.0%

16.0%

0.0%

0.0%

28.0%

20.0%

4.0%

20.0%

4.0%

8.0%

0.0%

0.0%

4.0%

24.0%

12.0%

25.4%

28.6%

1.6%

6.3%

1.6%

0.0%

15.9%

25.4%

7.9%

41.3%

0.0%

11.1%

9.5%

7.9%

7.9%

9.5%

1.6%

15.8%

42.1%

15.8%

21.1%

10.5%

0.0%

42.1%

31.6%

21.1%

15.8%

5.3%

26.3%

10.5%

15.8%

5.3%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ
等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからな
い

問題なく、続けていける(n=25)

問題はあるが、何とか続けていける(n=63)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=19)



40

(4)  「サービス利用の組み合わせ」と「就労継続見込み」の関係 

○ 利用している介護保険サービスの組み合わせをみると、フルタイム勤務では「訪問系を含む

組み合わせ」が働いていない介護者に比べてやや高く、「未利用」の割合が低い状況です（図

表 2-16）。 

○ 要介護２以上でサービスの組み合わせと就労継続見込みとの関係をみると、「問題なく、続け

ていける」と「問題はあるが、何とか続けていける」をあわせた「続けていける」割合は、

訪問系ありと訪問系なしでほとんど差がみられません（図表 2-17）。 

○ また、認知症自立度Ⅱ以上についてみると、「問題なく、続けていける」のみでも、「問題は

あるが、何とか続けていける」までをあわせた「続けていける」割合については、訪問系あ

りでやや高くなります（図表 2-18）。 

図表 2-16 就労状況別・サービス利用の組み合わせ 

図表 2-17 サービス利用の組み合わせ別・就労継続見込み（要介護２以上、フルタイム勤務＋パ

ートタイム勤務） 

15.6%

20.0%

20.5%

13.0%

11.7%

15.7%

19.5%

18.3%

16.9%

51.9%

50.0%

47.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=77)

パートタイム勤務
(n=60)

働いていない(n=166)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

11.5%

23.7%

65.4%

52.6%

7.7%

10.5%

7.7%

10.5%

7.7%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系利用あり
(n=26)

訪問系利用なし
(n=38)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない
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図表 2-18 サービス利用の組み合わせ別・就労継続見込み（認知症自立度Ⅱ以上、フルタイム勤

務＋パートタイム勤務） 

(5)  就労状況別、保険外の支援・サービスの利用状況と、施設等検討の状況 

○ フルタイム勤務で利用している「保険外の支援・サービス」と、「在宅生活の継続に必要と感

じる支援・サービス」の差をみてみると、「配食」以外の多くの生活支援サービスで、必要と

感じているが、利用していない状況がみてとれます（図表 2-19_1、図表 2-19_2）。 

○ 訪問診療については、就労状況による利用率の差はわずかです。訪問診療の利用については、

就労の有無との関係は低いとみられます（図表 2-20）。 

○ 施設入所の検討については、フルタイム勤務よりもパートタイム勤務や働いていない介護者

の方が検討している割合がやや低い状況です（図表 2-21）。 

○ さらに、要介護２以上について、施設等の検討状況をみると、「問題はあるが、何とか続けて

いける」、もしくは「続けていくのは難しい（続けていくのはやや難しい＋かなり難しい）」

とする人で、「検討中」が高い傾向がみられました（図表 2-22）。 

○ 特に、「続けていくのは難しい」とする人では、施設等を「検討していない」人が３割強、「検

討中」と「申請済み」があわせて７割弱に分かれています。介護をしながらの就労継続が困

難と感じられた人のうち、約半数は施設を検討するが、半数はこうした状況においても施設

を検討しない状況です。 

○ したがって、在宅での仕事と介護の両立が困難となった場合の対応として、施設対応が必要

なケースと、在宅サービスや働き方の調整での対応が必要なケースがあると考えられます。 

10.7%

17.0%

67.9%

55.3%

7.1%

12.8%

7.1%

12.8%

7.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系利用あり
(n=28)

訪問系利用なし

(n=47)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

わからない
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図表 2-19_1 利用している保険外の支援・サービス（フルタイム勤務） 

図表 2-19_2 在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（フルタイム勤務） 

10.8%
1.2%

4.8%

1.2%
1.2%
2.4%

4.8%
1.2%

0.0%
7.2%

68.7%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

合計(n=83)

22.9%
18.1%

19.3%
15.7%

8.4%
21.7%

26.5%
18.1%

10.8%
7.2%

36.1%
1.2%

0% 20% 40%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=83)
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図表 2-20 就労状況別・訪問診療の利用の有無 

図表 2-21 就労状況別・施設等検討の状況 

図表 2-22 就労継続見込み別・施設等検討の状況（要介護２以上、フルタイム勤務＋パートタイ

ム勤務） 

10.4%

13.6%

9.7%

89.6%

86.4%

90.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=77)

パートタイム勤務
(n=59)

働いていない(n=165)

利用している 利用していない

72.7%

81.4%

82.7%

20.8%

15.3%

14.2%

6.5%

3.4%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=77)

パートタイム勤務(n=59)

働いていない(n=162)

検討していない 検討中 申請済み

91.7%

62.2%

33.3%

0.0%

32.4%

50.0%

8.3%

5.4%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題なく、続けていける(n=12)

問題はあるが、何とか続けていける
(n=37)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」
(n=12)

検討していない 検討中 申請済み
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(6)  就労状況別、介護のための働き方の調整と効果的な勤め先からの支援 

○ 職場における働き方の調整状況をみると、フルタイム勤務の 36.4％、パートタイム勤務の

50.8％の人が労働時間を調整しています。また、フルタイム勤務では、パートタイム勤務に

比べて「休暇」の割合が高くなっています（図表 2-23）。 

○ これを就労継続見込み別にみると、「問題なく、続けていける」とする人は、「特に行ってい

ない」が 64.0％となっています。一方、「問題はあるが、何とか続けていける」「続けていく

のは難しい」では、「労働時間」「休暇」「在宅勤務」等、何らかの調整を行っている人が約７

割でした（図表 2-24）。 

○ 「問題なく、続けていける」とする人の職場においては、恒常的な長時間労働や、休暇取得

が困難といった状況にはなく、介護のために特段働き方の調整を行わなくても、両立可能な

職場であることが考えられます。 

○ 効果的な勤め先の支援としては、フルタイム勤務では、パートタイム勤務に比べて、「介護休

業・介護休暇等の制度の充実」と「介護をしている従業員への経済的な支援」が高くあげら

れています。一方、パートタイム勤務では、「労働時間の柔軟な選択」の割合が高くなってい

ます（図表 2-25）。 

○ 就労継続見込み別では、「問題なく、続けていける」では、「特にない」が 41.7％で最も高く

なっていますが、「問題はあるが、続けていける」で、「介護休業・介護休暇制度の充実」と

「制度を利用しやすい職場づくり」が高くあげられています（図表 2-26）。 

図表 2-23 就労状況別・介護のための働き方の調整 

40.3%

36.4%

19.5%

2.6%

2.6%

6.5%

32.2%

50.8%

10.2%

1.7%

10.2%

1.7%

0% 20% 40% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業
免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜…

介護のために、「休暇（年休や介護休暇
等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しな
がら、働いている

介護のために、2～4以外の調整をしな
がら、働いている

わからない

フルタイム勤務(n=77) パートタイム勤務(n=59)
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図表2-24 就労継続見込み別・介護のための働き方の調整（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

64.0%

24.0%

8.0%

0.0%

0.0%

4.0%

31.4%

51.4%

14.3%

4.3%

7.1%

1.4%

20.8%

62.5%

25.0%

0.0%

4.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業
免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け

等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休
暇等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しな
がら、働いている

介護のために、2～4以外の調整をしな
がら、働いている

わからない

問題なく、続けていける(n=25)

問題はあるが、何とか続けていける(n=70)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=24)
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図表 2-25 就労状況別・効果的な勤め先からの支援 

27.4%

31.5%

13.7%

11.0%

5.5%

1.4%

5.5%

17.8%

4.1%

16.4%

12.3%

12.7%

20.0%

18.2%

23.6%

0.0%

7.3%

7.3%

9.1%

1.8%

27.3%

3.6%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先
はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイ
ム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワー
クなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提
供

介護に関する相談窓口・相談担当者の
設置

介護をしている従業員への経済的な支
援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからな
い

フルタイム勤務(n=73) パートタイム勤務(n=55)
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図表2-26 就労継続見込み別・効果的な勤め先からの支援（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

12.5%

20.8%

4.2%

4.2%

0.0%

16.7%

4.2%

12.5%

8.3%

41.7%

4.2%

25.7%

28.6%

17.1%

15.7%

5.7%

1.4%

7.1%

12.9%

2.9%

21.4%

2.9%

27.3%

40.9%

31.8%

31.8%

0.0%

0.0%

9.1%

27.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

自営業・フリーランス等のため、勤め先
はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイ
ム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワー
クなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提
供

介護に関する相談窓口・相談担当者の
設置

介護をしている従業員への経済的な支
援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからな
い

問題なく、続けていける(n=24)

問題はあるが、何とか続けていける(n=70)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=22)
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2.3  考察 

(1) 「就労継続に問題はあるが、何とか続けていける」層の仕事と介護の両立関わる課題を  

解決するための支援の検討 

○ 家族の就業継続に対する意識について、要介護者が要介護２以上は、要支援１～要介護１と

比較して、「問題はあるが、何とか続けていける」の割合がやや高くなり、要支援１～要介護

１が 53.2％であるのに対し、57.8％を占めていました。 

○ 認知症高齢者の日常生活自立度については、Ⅱ以上は、自立＋Ⅰと比較して、「問題はあるが、

何とか続けていける」の割合が高くなり、自立＋Ⅰが 47.1％であるのに対し、Ⅱ以上は 60.0％

を占めていました。 

○ 就業を「問題なく、続けていける」と回答した層は、認知症高齢者の日常生活自立度が軽く、

支援ニーズそのものが低い可能性があり、「問題はあるが、何とか続けていける」と回答した

層こそが、介護サービスや職場の働き方調整を通じて支援すべき主な対象と考えられます。

「問題はあるが、何とか続けていける層」が、不安に感じる介護をみると、「認知症状への対

応」「夜間の排泄」「外出の付き添い、送迎等」などでの割合が高くなっています。 

○ 介護者の就労状況により、家族介護者が関わる介護や不安に感じる介護が異なることから、

介護サービスに対するニーズは、要介護者の状況だけでなく、介護者の就労状況等によって

も異なると考えられます。介護者の多様な就労状況に合わせた柔軟な対応が可能となる訪問

系サービスや通所系サービスの組み合わせ、小規模多機能型居宅介護などの包括的サービス

を活用することが、仕事と介護の両立を継続させるポイントになると考えられます。 

(2) 必要となるサービスの詳細な把握と、適切なサービス利用の推進 

○ 介護保険サービスの利用状況について、就労継続見込みを「続けていくのは、やや難しい」

「続けていくのは、かなり難しい」と考えている人では、そうでない人に比べて、介護保険

サービスの利用割合が低い傾向がみられました。これらの層では、サービス未利用の理由と

して、「現状では、サービスを利用するほどの状況ではない」の割合が低い一方、「本人にサ

ービス利用の希望がない」割合が高く、実際には、サービス利用の必要性が高いにもかかわ

らず、要介護者の介護拒否などにより、サービスが利用されていないことがうかがえます。 

○ また、保険外の支援・サービスについても、在宅生活の継続に必要と感じる多くの生活支援

サービスが、実際には利用されていない状況となっています。 

○ 施設等入所の検討については、「続けていくのは、やや難しい」「続けていくのは、かなり難

しい」人において、検討中の割合が高くなる傾向にありますが、一方で検討していない割合

も約半数を占めます。就労している介護者の就労継続見込みが厳しくなった場合も、対応策

は施設入所に限らず、在宅を継続する中での支援を求める層も少なくないといえます。 

○ これらの結果から、就労継続が困難となっている介護者においては、適切なサービスを利用

するための体制構築が不十分である可能性が高いと考えられるため、必要となるサービスの
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詳細な把握と、そのサービス利用の推進を図っていくことが重要と考えられます。 

○ なお、その際には介護保険サービスだけではなく、保険外の支援・サービスも含めて、生活

を支える視点での検討が重要です。 

(3) 男性介護者や単身世帯の要介護者のニーズ・特徴に応じた、支援・サービスの検討 

○ 就労している主な介護者の属性をみると、フルタイム勤務では男性の介護者が 36.4％と、パ

ートタイム勤務や就労していない介護者に比べて、高い割合になっています。 

○ また、就労していない介護者では、要介護者は「夫婦のみ世帯」が 26.4％を占めるのに対し

て、フルタイム勤務、では、「単身世帯」が 22.7％と高くなっていました。 

○ このように、介護者が就労している場合とそうでない場合では、介護者の属性や、要介護者

の世帯類型などが大きく異なるため、そうした違いに応じた支援・サービスを検討していく

ことが重要になると考えられます。 

○ 例えば、男性の介護者は一般に、食事の準備や掃除、洗濯などの家事が困難な場合が多いこ

とや、介護について周りの人に相談せずに、一人で悩みを抱え込みやすいといった傾向が指

摘されています。このため、生活支援サービスの活用や、男性介護者同士で悩みを話せるネ

ットワーク形成等、孤立化防止のための支援方策の検討がポイントとなると考えられます。 

○ 単身世帯の要介護者への支援・サービスの検討については、「4.将来の世帯類型の変化に応じ

た支援・サービスの提供体制の検討」において、分析を行っていますので、そちらも参考に

してください。 

(4) 仕事と介護の両立に向けた、職場における支援・サービスの検討 

○ 介護のための働き方の調整について、「問題なく、続けていける」と考えている人では、そう

でない人に比べて、「労働時間の調整」「休暇取得」などの調整をしながら働いている割合が

低い傾向がみられました。これらの層では、特段の調整を行わなくても、通常の働き方で、

仕事と介護の両立が可能な状況にあると考えられます。 

○ 一方、「問題はあるが、何とか続けていける」と考えている人では、「労働時間の調整」「休暇

取得」「在宅勤務」など、何らかの調整を行っている人が、約７割にのぼりました。 

○ 職場において、恒常的な長時間労働や休暇取得が困難といった状況になく、通常の働き方で

両立を図ることが可能であることは望ましい状態と考えられます。 

○ ただし、介護のために何らかの調整が必要となった場合は、介護休業・介護休暇等の取得や、

所定外労働の免除・短時間勤務等による労働時間の調整など、介護の状況に応じて必要な制

度が、必要な期間、利用できることが重要です。 

そのためには、企業が介護休業等の両立支援制度を導入するだけではなく、従業員に対して、介

護に直面する前から、「介護」や「仕事と介護の両立」に関する情報提供（介護保険制度や企業内

の両立支援制度等）を行うよう促すことが有用だと考えられます。また、介護について相談しや
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すい雰囲気の醸成とともに、働き方の見直しを通じ、介護等の時間的制約を持ちながら働く人を

受け入れることが可能な職場づくりを日頃から進めておくことが、介護に直面した社員の離職防

止のために効果的であると考えられます。
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3  保険外の支援・サービスを中心とした地域資源の整備の検討 

3.1  集計・分析の狙い 

〇 ここでは、在宅限界点の向上に向けて必要となる支援・サービスを検討するために、特に「保

険外の支援・サービス」に焦点を当てた集計を行っています。ここで把握された現状やニー

ズは、生活支援体制整備事業の推進のために活用していくことなどが考えられます。 

〇 具体的には、「現在利用している保険外の支援・サービス」と「在宅生活の継続に必要と感じ

る支援・サービス（現在利用しているが、さらなる充実が必要と感じる支援・サービスを含

む）」について、要介護度別や世帯類型別のクロス集計を行い、現在の利用状況の把握と今後

さらに充実が必要となる支援・サービスについての分析を行います。 

〇 なお、調査の中では、総合事業に基づく支援・サービスは介護保険サービスに含めるととも

に、「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」については、介護保険サービスか保険

外の支援・サービスであるかは区別していません。 
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3.2  集計結果と着目すべきポイント 

(1)  基礎集計 

○ 保険外の支援・サービスの利用状況をみると、最も利用している割合が高い「配食」でも、

6.8％にとどまるなど、全体的に利用している割合が低くなっていました。なお、「利用して

いない」の割合は 74.6％でした（図表 3-1）。 

図表 3-1 保険外の支援・サービスの利用状況 

6.8%
0.9%
2.8%

0.9%

1.7%
2.6%

5.4%
0.9%
0.6%

5.1%
74.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

合計(n=351)
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○ さらに、「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」としては、「移送サービス」の 18.5％

が最も高く、ついで「外出同行」の 17.4％が高いなど、外出に係る支援・サービスのニーズ

が高くなっています。また、ついで「配食」の 12.8％や「掃除・洗濯」の 11.7％なども、高

くなっています。なお、「特になし」との回答は 46.7％でした（図表 3-2）。 

○ このように、全体としては、要介護者の７割以上が保険外の支援・サービスが未利用の状況

にありますが、半数以上の方が何らかの支援・サービスの利用、もしくはさらなる充実を希

望していることがわかります。 

○ 特に、「移送サービス」、「外出同行」などの外出に係る支援・サービスの利用、もしくはさら

なる充実に係る希望が多くみられるとともに、外出に係る支援・サービスは、「買い物」や「サ

ロンへの参加」など、他の支援・サービスとの関係も深いことから、「外出に係る支援・サー

ビスの充実」は非常に大きな課題であるといえます。 

図表 3-2 在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

(2)  世帯類型別の、保険外の支援・サービスの利用状況と必要と感じる支援・サービス 

○ 世帯類型別に、「保険外の支援・サービスの利用状況」をみると、「利用していない」の割合

は「単身世帯」で 65.2％であるのに対し、「夫婦のみ世帯」及び「その他世帯」では約８割

が「利用していない」と回答しています（図表 3-3）。 

○ 一方で、世帯類型別の「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」をみると、「特にな

し」との回答は、「夫婦のみ世帯」で 57.4％、「その他世帯」で 51.5％であり、現在は保険外

の支援・サービスを利用していない世帯においても、在宅生活の継続のためには各種の支援・

サービスの必要性を感じている世帯が多くなっています（図表 3-4）。 

12.8%
8.8%

11.7%
9.4%

8.0%
17.4%
18.5%

10.3%
7.7%

5.7%
46.7%

3.4%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=351)
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図表 3-3 世帯類型別・保険外の支援・サービスの利用状況 

12.1%

0.0%

4.5%

1.5%

4.5%

6.1%

6.1%

0.0%

1.5%

6.1%

65.2%

8.2%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

8.2%

1.6%

0.0%

4.9%

77.0%

4.9%

1.0%

2.9%

0.5%

1.0%

2.0%

4.4%

1.0%

0.5%

5.4%

81.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

単身世帯(n=66) 夫婦のみ世帯(n=61) その他(n=205)
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○ 「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」に係るニーズは「単身世帯」で最も多く

なっており、特に「ゴミ出し」はその他の世帯と比較して、ニーズが突出しています。「配食」

については、「単身世帯」と「夫婦のみ世帯」のニーズは同程度の水準となっており、特に「夫

婦のみ世帯」の中には、「現在、保険外の支援・サービスを利用していないが、今後に向けて

各種の支援・サービスを必要と感じているケース」が多く含まれています。 

○ なお、このようなニーズに対して、その全てを介護保険サービスで提供していくことは困難

な状況であることから、介護保険サービスと合わせながら、保険外の支援・サービスの整備・

利用促進をいかに進めていくかが大きな課題となります。 

図表 3-4 世帯類型別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

13.4%

13.4%

26.9%

19.4%

28.4%

23.9%

29.9%

13.4%

7.5%

4.5%

31.3%

13.1%

11.5%

9.8%

11.5%

1.6%

8.2%

11.5%

9.8%

8.2%

1.6%

57.4%

12.7%

6.4%

7.8%

5.9%

2.9%

19.1%

17.6%

9.8%

7.8%

7.8%

51.5%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

単身世帯(n=67) 夫婦のみ世帯(n=61) その他(n=204)
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(3)  「世帯類型」×「要介護度」×「保険外の支援・サービスの利用状況」 

○ 要介護度別に、「保険外の支援・サービスの利用状況」をみると、「利用していない」の割合

は、いずれの要介護度においても 70％台でした。「移送サービス」については、重度化とと

もに利用割合が増加する傾向が見られました（図表 3-5）。 

○ 世帯類型別に要介護度別の、「保険外の支援・サービスの利用状況」をみると、「夫婦のみ世

帯」では、「配食」について、重度化とともに利用割合が増加する傾向がみられますが、その

他には、大きな変化はみられませんでした（図表 3-6～図表 3-8）。 

図表 3-5 要介護度別・保険外の支援・サービスの利用状況 

8.9%

0.0%

3.8%

0.0%

1.3%

3.8%

2.5%

0.0%

1.3%

8.9%

74.7%

8.2%

0.6%

1.9%

1.3%

1.9%

3.2%

5.1%

0.6%

0.0%

3.2%

79.7%

4.4%

2.2%

1.1%

1.1%

2.2%

1.1%

9.9%

2.2%

1.1%

5.5%

76.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

要支援１・２(n=79) 要介護１・２(n=158) 要介護３以上(n=91)
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図表 3-6 要介護度別・保険外の支援・サービスの利用状況（単身世帯） 

16.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.0%

4.0%

4.0%

0.0%

4.0%

12.0%

64.0%

9.7%

0.0%

6.5%

3.2%

6.5%

9.7%

9.7%

0.0%

0.0%

3.2%

61.3%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

87.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

要支援１・２(n=25) 要介護１・２(n=31) 要介護３以上(n=8)
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図表 3-7 要介護度別・保険外の支援・サービスの利用状況（夫婦のみ世帯） 

6.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

81.3%

7.1%

3.6%

3.6%

3.6%

3.6%

3.6%

10.7%

3.6%

0.0%

0.0%

78.6%

13.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

0.0%

0.0%

0.0%

73.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ
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要支援１・２(n=16) 要介護１・２(n=28) 要介護３以上(n=15)
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図表 3-8 要介護度別・保険外の支援・サービスの利用状況（その他世帯） 
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(4)  「世帯類型」×「要介護度」×「必要と感じる支援・サービス」 

○ 要介護度別の「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」をみると、「要支援１・２」

では、「掃除・洗濯」、「買い物」「ゴミ出し」のニーズが高いのに対し、「要介護１・２」及び

「要介護３以上」では、「外出同行」及び「移送サービス」のニーズが高くなっています（図

表 3-9）。また、「単身世帯」では、ほぼ全てのサービスに関して、他の世帯類型よりも高い

ニーズがあります（図表 3-10～図表 3-12）。 

○ 介護保険サービスと、保険外の支援・サービスを組み合わせながら、今後は「要支援１・２」

の方に向けた「掃除・洗濯」、「買い物」「ゴミ出し」などの生活支援サービスと、「要介護１・

２」及び「要介護３以上」の方にも対応可能な「外出同行」及び「移送サービス」を整備し

ていくことが必要と考えられます。 

図表 3-9 要介護度別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 
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要支援１・２(n=80) 要介護１・２(n=156) 要介護３以上(n=92)
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図表 3-10 要介護度別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（単身世帯） 
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図表 3-11 要介護度別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（夫婦のみ世帯） 
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図表 3-12 要介護度別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（その他世帯） 
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3.3  考察 

(1) 要介護者の外出に係る新たな支援・サービスの整備 

○ 「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」としては、「移送サービス」、「外出同行」

などの外出に係る支援・サービスの利用、もしくはさらなる充実に係る希望が多くみられま

した。また、介護者が不安に感じる介護としても、「外出の付き添い、送迎等」は比較的高い

水準となっていました（図表 1-4）。 

○ 特に、このような外出に係る支援・サービスは、「買い物」や「サロンへの参加」など、他の

支援・サービスとの関係も深いことから、「外出に係る支援・サービスの充実」は非常に大き

な課題であるといえます。 

○ 要介護者を含む高齢者等が利用する移送サービスとしては、一般的な公共交通機関の他に、

自治体やＮＰＯ等が運営するコミュニティバスや乗合タクシー、介護タクシー、福祉有償運

送などが考えられます。 

○ まずは、具体的な取組として、これらの移送サービスについて、要介護者の利用を想定した

場合の問題・課題の把握や、改善の可能性等について検討を行うことなどが考えられます。

また、必要に応じて、ドアトゥドアの移動を可能とする「デマンド型タクシー」や「地域住

民同士の支え合いによる移動手段の確保」などを含む、新たな移送手段の導入についても検

討する余地があります。 

○ さらに、今後はこのような移送サービスを単体で考えるのではなく、高齢者等の「通いの場」

の創出とセットにした検討を行うことで、要介護者の外出に係る新たな支援・サービスの開

発を進めることが効果的ではないかと考えられます。また、各地域における移送サービス・

外出同行の詳細なニーズについて、その把握を進めていくことなどが想定されます。 

(2) 要支援者に対する生活支援の支援・サービスの提供体制の構築 

○ 要介護度別の「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」については、「要支援１・２」

で、「掃除・洗濯」、「買い物」「ゴミ出し」などの生活支援サービスへのニーズが高い傾向が

みられました。 

○ 財政負担の増加や介護職員の不足が深刻化する中で、全ての支援・サービスの提供を予防給

付で対応していくことには困難が想定されることから、総合事業や保険外の支援・サービス

の創出・利用促進をいかに進めていくかが、大きな課題であるといえます。 
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○ 生活支援サービスは、要介護度が重度化するにしたがって、身体介護との一体的な提供の必

要性が高まると考えられます。したがって、特に軽度の方については、総合事業や保険外の

支援・サービスの積極的な利用促進を図るとともに、資格を有する訪問介護員等については、

中重度の方へのサービス提供に重点化を図ることで、地域全体として、全ての要介護者への

対応を可能とする支援・サービス提供体制の構築を進めていくことが重要であると考えられ

ます。 

(3) 必要となる支援・サービスの詳細なニーズ把握と提供体制の構築の推進 

○ 保険外サービスで今後必要になるサービスを検討するにあたっては、地域ケア会議における

個別ケースの検討の積み上げの他、生活支援コーディネーターや協議体における地域資源の

整理等によってニーズを把握していくことが想定されます。 
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4  将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体制の検討 

4.1  集計・分析の狙い 

〇 ここでは、在宅限界点の向上のための、将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提

供体制の検討につなげるため、特に世帯類型別の「サービス利用の特徴」や「施設等検討の

状況」に焦点を当てた集計を行っています。 

〇 具体的には、世帯類型別の「家族等による介護の頻度」、「サービス利用の組み合わせ」、「施

設等検討の状況」などの分析を行います。 

〇 将来の高齢世帯の世帯類型の構成は、地域ごとに異なりますので、それぞれ地域の実情に応

じた支援・サービスの検討につなげていくことが重要となります。 
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4.2  集計結果と着目すべきポイント 

(1)  基礎集計 

○ 要介護度別の「世帯類型」の割合をみると、要介護度の重度化に伴い、「単身世帯」の割合が

減少し、「その他世帯」の割合が増加しています。「単身世帯」については、「要支援１・２」

の介護保険サービスのニーズが相対的に高いこともありますが、重度化とともに徐々に在宅

生活の継続が困難となっていることが伺えます（図表 4-1）。 

○ また、世帯類型別の「要介護度」の割合をみると、「単身世帯」では「要介護３以上」の割合

が 12.3％であるのに対し、「夫婦のみ世帯」では 25.0％、「その他世帯」では 34.1％でした

（図表 4-2）。 

図表 4-1 要介護度別・世帯類型 

図表 4-2 世帯類型別・要介護度 
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(2)  「要介護度別・世帯類型別」の「家族等による介護の頻度」 

○ 世帯類型別の「家族等による介護の頻度」の割合をみると、「単身世帯」では「ない」が最も

高く 32.8％でした。ただし、「単身世帯」であっても「ほぼ毎日」との回答は 20.9％となっ

ており、こういった世帯では、例えば近居の家族等による介護があるものと考えられます（図

表 4-3）。 

○ また、「単身世帯」において、家族等による介護の頻度は「ほぼ毎日」との回答が、「要介護

１・２」では 38.7％なのに対し、「要介護３以上」では、0％になり、週２回以下との回答が

８割以上となっています。要介護３以上の「単身世帯」では、家族等の介護により在宅生活

を継続することが困難である可能性が考えられます（図表 4-4）。 

図表 4-3 世帯類型別・家族等による介護の頻度 
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図表 4-4 要介護度別・家族等による介護の頻度（単身世帯） 

図表 4-5 要介護度別・家族等による介護の頻度（夫婦のみ世帯） 

図表 4-6 要介護度別・家族等による介護の頻度（その他世帯） 
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(3)  「要介護度別・認知症自立度別」の「世帯類型別のサービス利用の組み合わせ」 

○ 世帯類型別・要介護度別のサービス利用をみると、要介護度の重度化に伴い「単身世帯」で

は特に「通所系・短期系のみ」が、「夫婦のみ世帯」と「その他世帯」では「訪問系のみ」及

び「訪問系を含む組み合わせ」の割合が増加する傾向がみられました（図表 4-7～図表 4-9）。 

○ 在宅で生活している「夫婦のみ世帯」及び「その他世帯」の要介護者は、要介護度の重度化

に伴い「訪問系」及び「訪問系サービスを含む組み合わせ」を利用をしていくことで、在宅

生活の継続を可能にしているといえます。 

○ なお、「訪問系を含む組み合わせ」とは、「訪問系＋通所系」や「訪問系＋短期系」、「訪問系

＋通所系＋短期系」などの、訪問系とレスパイト機能を持つサービスを組み合わせたサービ

ス利用になります。 

○ 特に、同居の家族がいる「夫婦のみ世帯」や「その他世帯」については、このように訪問系

サービスにレスパイト機能を持つサービスを組み合わせながら利用することで、要介護者へ

のサービス提供と介護者負担の軽減を図っているものと考えられます。 

○ なお、世帯類型別・認知症自立度別のサービス利用をみると、認知症の重度化に伴い、「単身

世帯」及び「夫婦のみ世帯」では「通所系・短期系のみ」の割合が増加する傾向がみられま

した（図表 4-10～図表 4-12）。 

○ 今後は、「訪問系」サービスの充実を図りながら、認知症の人への対応や介護者負担の軽減を

図るための「通所系」、「短期系」サービスを組み合わせながら、これら複数のサービスをい

かに一体的に提供していくかが重要であるといえます。 

○ なお、「夫婦のみ世帯」では、「要介護１・２」における「未利用」の割合が 21.4％であるな

ど、他の世帯類型と比較して「未利用」の割合がやや高くなっています（図表 4-8）。 

○ このようなケースでは、サービスの利用がない中で、介護者の負担が過大となっていること

などが懸念されるため、必要に応じてサービスの利用につなげていくなどの取組が必要であ

ると考えられます。 
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図表 4-7 要介護度別・サービス利用の組み合わせ（単身世帯） 

図表 4-8 要介護度別・サービス利用の組み合わせ（夫婦のみ世帯） 

図表 4-9 要介護度別・サービス利用の組み合わせ（その他世帯） 
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要介護１・２(n=28)

要介護３以上(n=15)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

50.0%

12.9%

7.0%

2.8%

9.9%

18.3%

0.0%

13.9%

28.2%

47.2%

63.4%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=36)

要介護１・２(n=101)

要介護３以上(n=71)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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図表 4-10 認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ（単身世帯） 

図表 4-11 認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ（夫婦のみ世帯） 

図表 4-12 認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ（その他世帯） 

21.4%

10.5%
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40.5%

21.1%

0.0%

23.8%

21.1%

0.0%

14.3%

47.4%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=42)

Ⅱ(n=19)

Ⅲ以上(n=4)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

39.5%

6.7%

0.0%

7.9%

33.3%

0.0%

10.5%

26.7%

42.9%

42.1%

33.3%

57.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=38)

Ⅱ(n=15)

Ⅲ以上(n=7)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

29.5%

10.8%

6.5%

11.5%

7.2%

19.6%

9.0%

14.5%

32.6%

50.0%

67.5%

41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=78)

Ⅱ(n=83)

Ⅲ以上(n=46)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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(4)  「要介護度別・認知症自立度別別」の「世帯類型別の施設等検討の状況」 

○ 世帯類型別の施設等検討の状況をみると、「夫婦のみ世帯」では「検討していない」の割合が

85.2％となっており、他の世帯類型と比較して高い水準でした（図表 4-13）。 

○ また、要介護度別・世帯類型別の施設等検討の状況をみると、どの世帯累計においても、要

介護の重度化に伴い「検討していない」の割合が減少していますが、「単身世帯」では、「夫

婦のみ世帯」や「その他世帯」と比べて、どの要介護度においても「検討中」及び「申請済

み」の割合が高くなりました（図表 4-17～図表 4-19）。 

○ 「夫婦のみ世帯」及び「その他世帯」では、在宅生活の継続に向けた希望が高い傾向がある

ものと思われますが、特に「夫婦のみ世帯」では、サービスの未利用率もやや高いことから、

家族等の介護者の負担が過大とならないよう、注意が必要であると考えられます。 

図表 4-13 世帯類型別・施設等検討の状況（全要介護度） 

70.1%

85.2%

80.9%

25.4%

11.5%

14.8%

4.5%

3.3%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=67)

夫婦のみ世帯
(n=61)

その他(n=209)

検討していない 検討中 申請済み
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図表 4-14 要介護度別・施設等検討の状況（単身世帯） 

図表 4-15 要介護度別・施設等検討の状況（夫婦のみ世帯） 

図表 4-16 要介護度別・施設等検討の状況（その他世帯） 
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19.2%
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12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=26)

要介護１・２(n=31)

要介護３以上
(n=8)

検討していない 検討中 申請済み

100.0%

85.2%

66.7%

0.0%

14.8%

20.0%

0.0%

0.0%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=17)

要介護１・２(n=27)

要介護３以上
(n=15)

検討していない 検討中 申請済み

97.1%

82.7%

69.6%

2.9%

13.3%

23.2%

0.0%

4.1%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=35)

要介護１・２(n=98)

要介護３以上(n=69)

検討していない 検討中 申請済み
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図表 4-17 認知症自立度別・施設等検討の状況（単身世帯） 

図表 4-18 認知症自立度別・施設等検討の状況（夫婦のみ世帯） 

図表 4-19 認知症自立度別・施設等検討の状況（その他の世帯） 
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57.9%

0.0%

16.7%

36.8%

75.0%

2.4%

5.3%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=42)

Ⅱ(n=19)

Ⅲ以上(n=4)

検討していない 検討中 申請済み
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28.6%

2.7%

20.0%

42.9%

0.0%

0.0%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=37)

Ⅱ(n=15)

Ⅲ以上(n=7)

検討していない 検討中 申請済み

90.9%

83.5%

60.0%

5.2%

13.9%

31.1%

3.9%

2.5%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋
Ⅰ(n=77)

Ⅱ(n=79)

Ⅲ以上(n=45)

検討していない 検討中 申請済み
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4.3  考察 

(1) 単身世帯の要介護者の在宅療養生活を支えるための、支援・サービスの検討

○ 今後、「単身世帯である中重度の要介護者」の増加が見込まれる中で、このような単身世帯の

在宅療養生活を支えていくための支援・サービスの提供体制の構築が課題となっています。 

○ 本調査に基づく分析の中では、単身世帯の方については、要介護度の重度化に伴い、「通所系・

短期系のみ」が増加する傾向がみられました。 

○ また、要介護３以上の単身世帯の方において、家族等による介護の頻度は「週２回以下」と

の回答が８割以上になりました。このような「家族等による介護がない中で、在宅生活を継

続している要介護３以上の単身世帯の方」が、実際にどのような環境の中で、どのような支

援・サービスを利用しているのかの詳細については、本調査のみではサンプル数も少なく、

十分に把握できているとは言い難い状況です。 

○ したがって、まずは、現時点で「家族等による介護がない中で、在宅生活を継続している要

介護３以上の単身世帯の方」を支えている支援・サービスや不足する資源等について、多職

種によるワークショップや地域ケア会議におけるケースの検討等を通じて、そのノウハウの

集約・共有を進めることなどが必要と考えられます。 

(2) 夫婦のみ世帯・その他世帯の在宅療養生活を支えるための、支援・サービスの検討 

○ 重度の要介護者について、「夫婦のみ世帯」と「その他世帯」では、「訪問系のみ」よりも、

「訪問系を組み合わせた利用」や「通所系・短期系のみ」の割合がより高い傾向がみられま

した。 

○ これは、同居の家族がいる世帯では、家族等の介護者へのレスパイトケアの必要性が高いこ

とから、「訪問系のみ」でなく、レスパイトケアの機能をもつ「通所系」や「短期系」を含む

利用が多くなっていると考えられます。 

○ また、P.14 のとおり、「訪問系を含む組み合わせ利用」では「通所系・短期系のみ」と比較

して、施設等を「検討している」割合が低い傾向がみられるとともに、P.19 や P.22 のとお

り、一定頻度以上の訪問は在宅限界点の向上や介護者不安の軽減につながる傾向などが見ら

れたところです。 

○ したがって、P.28 のとおり、「通いを中心とした包括的サービス拠点」として検討する「小

規模多機能型居宅介護（もしくは看護小規模多機能型居宅介護）」の整備を進めることにより、

夫婦のみ世帯・その他世帯の在宅療養生活を支えていくことが１つの方法として考えられま

す。 

○ また、認知症が重度化したケースでは、「訪問系を含む組み合わせ利用」及び「通所系・短期

系のみ」の利用割合がやや高く、よりレスパイトケアへのニーズが高い傾向もみられました。

今後は、専門職はもちろんのこと、家族等介護者や地域住民など全ての人を対象に、認知症
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と認知症ケアに係る理解を深めるための広報周知や研修等を推進し、地域全体で認知症の人

とその家族を支えるための体制づくりを行っていくことが重要であると考えられます。 

○ さらに、「夫婦のみ世帯」では、他の世帯類型と比較して、要介護度が重度化しても、施設等

を「検討していない」の割合が高い傾向がみられました。 

○ 「夫婦のみ世帯」に限らず、サービスが未利用の中重度の要介護者については、家族等の介

護者の負担が過大となることも懸念されることから、必要に応じて要介護者とその家族等へ

のアウトリーチを推進していくことが必要であると考えられます。 
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5  医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの提供体制の検討 

5.1  集計・分析の狙い 

〇 ここでは、医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの検討につなげるための集

計を行います。 

〇 具体的には、世帯類型別・要介護度別の「主な介護者が行っている介護」や「訪問診療の利

用の有無」、「訪問診療の利用の有無別のサービス利用の組み合わせ」などの分析を行います。 

5.2  集計結果と着目すべきポイント 

(1)  基礎集計 

○ 「主な介護者が行っている介護」をみると、「医療面での対応」は 7.9％でした（図表 5-1）。

また、要介護度別にみると、「医療面での対応」は、「要支援１・２」で 4.6％、「要介護１・

２」で 5.4％、「要介護３以上」で 15.1％でした（図表 5-2）。 

○ なお、「要介護３以上」について、世帯類型別に「主な介護者が医療面で対応」を行ってい

る割合をみると、「単身世帯」で 0％、「夫婦のみ世帯」で 13.3％、「その他世帯」で 15.7％

でした（図表 5-3）。 

図表 5-1 主な介護者が行っている介護

32.3%
23.4%

17.4%
23.4%

30.4%
45.6%

29.7%
75.0%

58.2%
29.4%

7.9%
81.6%

88.9%
75.0%

2.2%
0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=316)
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図表 5-2 要介護度別・主な介護者が行っている介護 

6.2%
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0.0%
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47.3%

26.9%
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66.7%
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46.2%

15.1%
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93.5%

87.1%

0.0%

0.0%
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日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ
等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物
等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

要支援１・２(n=65) 要介護１・２(n=148) 要介護３以上(n=93)
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図表 5-3 世帯類型別・主な介護者が行っている介護（要介護３以上） 
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単身世帯(n=6) 夫婦のみ世帯(n=15) その他(n=70)
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(2)  訪問診療の利用割合 

○ 「訪問診療の利用の有無」をみると、訪問診療の利用割合は 10.0％でした（図表 5-4）。また、

世帯類型別の訪問診療の利用割合は、単身世帯で 7.5％、夫婦のみ世帯で 6.5％、その他世帯

で 11.8％となっており、世帯類型別に差が見られました（図表 5-5）。 

○ つぎに、要介護度別の「訪問診療の利用の有無」をみると、要介護度の重度化に伴い、訪問

診療の利用割合が増加していることがわかります。具体的には、要介護２までは 5％以下で

あった訪問診療の利用割合が、要介護３では 14.0％、要介護４では 41.9％、要介護５では

54.5％でした（図表 5-6）。 

○ 今後は、中重度の要介護者の大幅な増加が見込まれることから、それに伴い増加することが

予想される「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」について、いかに適切なサービ

ス提供体制を確保していくかが重要な課題となります。 

図表 5-4 訪問診療の利用の有無 

図表 5-5 世帯類型別・訪問診療の利用割合 

10.0% 88.9% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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利用している 利用していない 無回答

7.5%

6.5%

11.8%

92.5%

93.5%

88.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=67)

夫婦のみ世帯(n=62)

その他(n=211)

利用している 利用していない
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図表 5-6 要介護度別・訪問診療の利用割合 

(3)  訪問診療の利用の有無別のサービス利用の組み合わせ 

○ 訪問診療の利用の有無別に、要介護３以上の「サービス利用の組み合わせ」をみると、訪問

診療ありでは、「通所系・短期系のみ」の割合は 22.6％であり、訪問診療なしの 55.4％と比

較して大幅に低くなっています（図表 5-7）。 

○ 訪問診療を利用しているケースでは、訪問介護や訪問看護を組み合わせて利用しているケー

スが大半であり、医療ニーズのある要介護者の増加に伴い、訪問系サービスの重要性はより

高くなるものと考えられます。 

図表 5-7 訪問診療の利用の有無別・サービス利用の組み合わせ（要介護３以上） 
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利用している(n=31)

利用していない(n=65)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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(4)  訪問診療の利用の有無別の訪問系・通所系・短期系サービスの利用の有無 

○ 訪問診療の利用の有無別に、要介護３以上について、訪問系・通所系・短期系のそれぞれの

利用割合をみると、「訪問診療あり」では、訪問系の利用割合が高い一方で、通所系及び短期

系の利用割合は「訪問診療なし」と大きな差はありませんでした（図表 5-8～図表 5-10）。 

図表 5-8 訪問診療の利用の有無別・サービスの利用の有無（訪問系、要介護３以上） 

図表 5-9 訪問診療の利用の有無別・サービスの利用の有無（通所系、要介護３以上） 

図表 5-10 訪問診療の利用の有無別・サービス利用の有無（短期系、要介護３以上） 

77.4%

32.3%

22.6%

67.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=31)

利用していない(n=65)

訪問系利用あり 訪問系利用なし

64.5%

76.9%

35.5%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=31)

利用していない(n=65)

通所系利用あり 通所系利用なし

22.6%

24.6%

77.4%

75.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=31)

利用していない(n=65)

短期系利用あり 短期系利用なし
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5.3  考察 

(1) 医療ニーズのある要介護者の在宅療養生活を支える新たな支援・サービスの検討 

○ 要介護度別の「訪問診療の利用の有無」から、要介護度の重度化に伴い、訪問診療の利用割

合が増加する傾向がみられました。 

○ 今後は、「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」の大幅な増加が見込まれることから、

このようなニーズに対して、いかに適切なサービス提供体制を確保していくかが重要な課題

となります。 

○ 上記のような情報を地域の関係者と共有しつつ、在宅医療の担い手確保に向けた取組を進め

る必要があります。 

○ また、医療ニーズのある利用者に対応することができる介護保険サービスとして、「通いを中

心とした包括的サービス拠点」の１つとして看護小規模多機能型居宅介護の整備を、「訪問介

護・看護の包括的サービス拠点」として、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を進め

ていくことなどが考えられます。 

○ 併せて、訪問看護サービスの質の向上を図っていくことも、要介護者の在宅療養生活を支え

る上で、求められる取組みです。 

(2) 在宅医療・介護連携の強化 

○ 在宅医療の担い手や、各種の地域密着型サービスの整備等の推進を検討していくとともに、

地域における医療と介護の一体的なサービス提供に向けて、多職種の連携強化や地域住民へ

の普及啓発のための取組を推進していくことも重要であると考えられます。 

○ 具体的には、全ての医療・介護事業所及び多職種を対象とした「合同研修を通じた相互理解

の推進」「地域ケア会議を通じた情報共有」「在宅療養生活に関する住民への意識啓発」など

の取組を進めていくことが重要です。 

○ なお、前掲では、「認知症状への対応」と「（夜間の）排泄」、「外出支援」の３点に係る介護

者不安の軽減を目標としながら、その達成に求められる、「地域資源（保険内外の支援・サー

ビス）」、「ケアマネジメント」、「各職種に期待される役割」、「多職種連携のあり方」等につい

て、関係者間での具体的な検討を進めていくものとしていますが、在宅医療・介護の連携強

化に向けては、これに加え「医療ニーズを持つ要介護者の在宅限界点の向上」をテーマにつ

いても、同様の検討を進めていくことが求められます。 



85

6 参考資料 

6.1 集計結果 

(1)  本人の年齢別・主な介護者の年齢 

○ 本人の年齢別の主な介護者の年齢について、本人の年齢で最も人数が多い 80 歳代をみると、

主な介護者の年齢は 50歳代が 39.6％と最も高く、ついで 60歳代が 21.5％でした。 

図表 6-1 本人の年齢別・主な介護者の年齢 

0.0%

0.0%

1.8%

0.0%

1.3%

0.0%

22.7%

23.2%

6.9%

1.3%

0.0%

9.1%

28.6%

39.6%

10.7%

75.0%

45.5%

10.7%

21.5%

66.7%

25.0%

22.7%

30.4%

14.6%

16.0%

0.0%

0.0%

5.4%

17.4%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳未満(n=4)

65～69歳(n=22)

70歳代(n=56)

80歳代(n=144)

90歳以上(n=75)

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上
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(2)  要介護度別の抱えている傷病 

○ 要介護度別の抱えている傷病をみると、要介護度の重度化に伴って割合が高まっている傷病

は、「脳血管疾患（脳卒中）」、「認知症」でした。 

図表 6-2 要介護度別・抱えている傷病 

12.3%

25.9%

11.1%

9.9%

1.2%

25.9%

1.2%

19.8%

2.5%

3.7%

0.0%

14.8%

12.3%

24.7%

2.5%

1.2%

22.5%

26.3%

12.5%

5.6%

5.0%

17.5%

3.8%

8.1%

25.0%

2.5%

4.4%

16.9%

15.6%

23.1%

2.5%

0.6%

27.1%

21.9%

9.4%

10.4%

6.3%

17.7%

1.0%

12.5%

46.9%

5.2%

1.0%

12.5%

9.4%

16.7%

4.2%

2.1%

0% 20% 40% 60%

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭
窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴
うもの）

その他

なし

わからない

要支援１・２(n=81) 要介護１・２(n=160) 要介護３以上(n=96)
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Ⅲ単純集計結果 

1  基本調査項目（Ａ票） 

1.1  世帯類型 

図表 1-1 世帯類型（単数回答） 

(2)  家族等による介護の頻度 

図表 1-2 家族等による介護の頻度（単数回答） 

19.1% 17.7% 61.3% 2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

10.0%3.4% 9.7% 5.4% 71.5% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日 無回答



88

(3)  主な介護者の本人との関係 

図表 1-3 主な介護者の本人との関係（単数回答） 

(4)  主な介護者の性別 

図表 1-4 主な介護者の性別（単数回答） 

27.5%

49.4%

15.8%

0.0%

3.8%

2.5%

0.9%

0% 20% 40% 60%

配偶者

子

子の配…

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

合計(n=316)

26.6% 72.5% 0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=316)

男性 女性 無回答
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(5)  主な介護者の年齢 

図表 1-5 主な介護者の年齢（単数回答） 

0.0%

0.0%

0.9%

9.2%

27.2%

32.3%

18.7%

9.8%

0.6%

1.3%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=316)
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(6)  主な介護者が行っている介護 

図表 1-6 主な介護者が行っている介護（複数回答） 

32.3%
23.4%

17.4%
23.4%

30.4%
45.6%

29.7%
75.0%

58.2%
29.4%

7.9%
81.6%

88.9%
75.0%

2.2%
0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=316)
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(7)  介護のための離職の有無 

図表 1-7 介護のための離職の有無（複数回答） 

(8)  保険外の支援・サービスの利用状況 

図表 1-8 保険外の支援・サービスの利用状況（複数回答） 

5.4%

0.6%

1.3%

0.0%

85.1%

1.9%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除

く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事

を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職

した

介護のために仕事を辞めた家族・親族

はいない

わからない

無回答

合計(n=316)

6.8%

0.9%

2.8%

0.9%

1.7%

2.6%

5.4%

0.9%

0.6%

5.1%

74.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

合計(n=351)
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(9)  在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス 

図表 1-9 在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス（複数回答） 

(10)  施設等検討の状況 

図表 1-10 施設等検討の状況（単数回答） 

12.8%

8.8%

11.7%

9.4%

8.0%

17.4%

18.5%

10.3%

7.7%

5.7%

46.7%

3.4%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=351)

78.3% 15.7% 4.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

検討していない 検討中 申請済み 無回答
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(11)  本人が抱えている傷病 

図表 1-11 本人が抱えている傷病（複数回答） 

21.4%

24.5%

11.1%

7.7%

4.6%

19.9%

2.3%

12.0%

25.4%

3.4%

2.3%

15.1%

13.4%

21.4%

2.8%

1.1%

0.9%

0% 20% 40%

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭
窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴
うもの）

その他

なし

わからない

無回答

合計(n=351)
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(12)  訪問診療の利用の有無 

図表 1-12 訪問診療の利用の有無（単数回答） 

(13)  介護保険サービスの利用の有無 

図表 1-13 介護保険サービスの利用の有無（単数回答） 

10.0%

88.9% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

利用している 利用していない 無回答

79.8% 19.1% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=351)

利用している 利用していない 無回答
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(14)  介護保険サービス未利用の理由 

図表 1-14 介護保険サービスの未利用の理由（複数回答） 

25.4%

23.9%

9.9%

4.2%

2.8%

2.8%

1.4%

0.0%

22.5%

18.3%

0% 20% 40%

現状では、サービスを利用するほどの
状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が
あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身
近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを
利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方
法が分からない

その他

無回答

合計(n=71)
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2  主な介護者用の調査項目（Ｂ票） 

(1)  主な介護者の勤務形態 

図表 2-1 主な介護者の勤務形態（単数回答） 

(2)  主な介護者の方の働き方の調整の状況 

図表 2-2 主な介護者の働き方の調整状況（複数回答） 

26.3% 19.3% 53.2%

0.3%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=316)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

35.4%

41.5%

15.6%

2.0%

6.1%

4.1%

2.7%

0% 20% 40% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業
免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け

等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇
等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しな
がら、働いている

介護のために、2～4以外の調整をしな
がら、働いている

わからない

無回答

合計(n=147)
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(3)  就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援 

図表 2-3 就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援（複数回答） 

19.0%

23.8%

13.6%

15.0%

3.4%

3.4%

5.4%

12.2%

2.7%

18.4%

9.5%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先は

ない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム

制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワーク

など）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

合計(n=147)
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(4)  主な介護者の就労継続の可否に係る意識 

図表 2-4 主な介護者の就労継続の可否に係る意識（単数回答） 

(5)  今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護 

図表 2-5 今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護（複数回答） 

18.4% 48.3% 11.6% 6.8% 5.4%9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=147)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答

15.2%
20.9%

3.8%
13.0%

2.2%
0.9%

15.8%
21.8%

5.4%
24.4%

2.2%
9.5%

8.9%
4.1%

9.2%
12.3%

4.1%
10.8%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=316)
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3  要介護認定データ 

(1)  年齢 

図表 3-1 年齢 

(2)  性別 

図表 3-2 性別 

1.8%

7.6%

6.5%

12.9%

24.6%

23.2%

17.9%

4.4%

1.2%

0.0%

0% 20% 40%

65歳未満

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

無回答

合計(n=341)

34.0% 66.0% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=341)

男性 女性 無回答
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(3)  二次判定結果（要介護度） 

図表 3-3 二次判定結果 

(4)  サービス利用の組み合わせ 

図表 3-4 サービス利用の組み合わせ 

0.3%

14.1%

10.0%

26.1%

21.4%

12.6%

9.1%

6.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

非該当_認定

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

再調査

取消

なし

無回答

合計(n=341)

19.1%
15.2%

41.3%
2.1%

13.8%
0.0%

3.5%
2.1%
2.3%

0.0%
0.6%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60%

未利用
訪問系のみ
通所系のみ
短期系のみ
訪問＋通所
訪問＋短期
通所＋短期

訪問＋通所＋短期
小規模多機能
看護多機能
定期巡回のみ
定期巡回＋通所
定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期
無回答

合計(n=341)
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(5)  訪問系サービスの合計利用回数 

図表 3-5 サービスの利用回数（訪問系） 

68.0%

9.4%

12.6%

4.7%

1.2%

2.3%

1.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

0回

1～4回

5～14回

15～24回

25～31回

32～49回

50回以上

無回答

合計(n=341)
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(6)  通所系サービスの合計利用回数 

図表 3-6 サービスの利用回数（通所系） 

38.7%

15.8%

24.9%

13.2%

6.5%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60%

0回

1～4回

5～9回

10～14回

15～24回

25回以上

無回答

合計(n=341)
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(7)  短期系サービスの合計利用回数 

図表 3-7 サービスの利用回数（短期系） 

(8)  障害高齢者の日常生活自立度 

図表 3-8 障害高齢者の日常生活自立度 

92.4%

1.8%

1.8%

1.8%

1.5%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0回

1～4回

5～9回

10～14回

15～24回

25回以上

無回答

合計(n=341)

0.0%

4.4%

22.4%

34.5%

21.8%

5.0%

8.8%

1.2%

1.8%

0.0%

0% 20% 40%

自立

Ｊ１

Ｊ２

Ａ１

Ａ２

Ｂ１

Ｂ２

Ｃ１

Ｃ２

無回答

合計(n=339)
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(9)  認知症高齢者の日常生活自立度 

図表 3-9 認知症高齢者の日常生活自立度 

24.2%

23.6%

15.0%

19.8%

14.2%

2.9%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

自立

Ⅰ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

М

記載なし

無回答

合計(n=339)
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4  小田原市独自調査 

(1)  主な介護者が介護について相談できる人 

図表 4-1 主な介護者が介護について相談できる人（複数回答） 

(2)  主な介護者が必要と感じる支援・サービス 

図表 4-2 主な介護者が必要と感じる支援・サービス（複数回答） 

59.5%
13.0%

0.9%
18.0%

69.3%
7.6%

1.9%
2.2%

4.7%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親戚

友人・知人

自治会や民生委員など地域の方

医師・歯科医師・看護師

ケアマネジャー

地域包括支援センター

市役所

その他

特にいない

無回答

合計（n=316）

12.9%
9.0%

11.6%
8.4%

6.1%
17.4%

19.4%
14.5%

6.8%
4.2%

8.4%
4.8%

9.7%
40.6%

0.0%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院・買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシーなど）

見守り、声かけ

サロンなど定期的な通いの場（本人対象）

介護技術を学べる教室

相談窓口の情報

悩みを相談できる交流会など

その他

特になし

無回答

合計（n=310）



106

Ⅳ資料（調査票） 

Ａ票 認定調査員が、概況調査等と並行して記載する項目 

被保険者番号〔                〕 

【Ａ票の聞き取りを行った相手の方は、どなたですか】 （複数選択可） 

１． 調査対象者本人 ２．主な介護者となっている家族・親族 

３． 主な介護者以外の家族・親族 ４．調査対象者のケアマネジャー ５． その他 

問１ 世帯類型について、ご回答ください（１つを選択） 

１．単身世帯 ２．夫婦のみ世帯 ３．その他 

問２ ご家族やご親族の方からの介護は、週にどのくらいありますか（同居していない子どもや親族等からの介護を含む）

（１つを選択） 

１．ない 

２．家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない  

３．週に１～２日ある 

４．週に３～４日ある 

５．ほぼ毎日ある 

問３ 主な介護者の方は、どなたですか（１つを選択） 

１．配偶者   ２．子   ３．子の配偶者 

４．孫   ５．兄弟・姉妹  ６．その他 

問４ 主な介護者の方の性別について、ご回答ください（１つを選択） 

１．男性   ２．女性 

問５ 主な介護者の方の年齢について、ご回答ください（１つを選択） 

１．20歳未満 ２．20代 ３．30代 ４．40代 ５．50代 

６．60代  ７．70 代 ８．80歳以上 ９．わからない 

問６ 現在、主な介護者の方が行っている介護等について、ご回答ください（複数選択可） 

〔身体介護〕 

１．日中の排泄  ２．夜間の排泄  ３．食事の介助（食べる時） 

４．入浴・洗身  ５．身だしなみ（洗顔・歯磨き等）  

６．衣服の着脱  ７．屋内の移乗・移動 ８．外出の付き添い、送迎等 

９．服薬   10．認知症状への対応 11．医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等） 

〔生活援助〕 

12．食事の準備（調理等） 13．その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）  

14．金銭管理や生活面に必要な諸手続き 

〔その他〕 

15．その他   16．わからない 

問７ ご家族やご親族の中で、ご本人（認定調査対象者）の介護を主な理由として、過去 1年の間に仕事を辞めた方はい

ますか（現在働いているかどうかや、現在の勤務形態は問いません）（複数選択可） 

１．主な介護者が仕事を辞めた（転職除く） ２．主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く） 

３．主な介護者が転職した   ４．主な介護者以外の家族・親族が転職した 

５．介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない ６．わからない 

※ 自営業や農林水産業のお仕事を辞めた方を含みます。 

問３～問１３へ 

問８（裏面）へ 
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●ここから再び、全員に調査してください。 

問８ 現在、利用している、「介護保険サービス以外」の支援・サービスについて、ご回答ください（複数選択可） 

１．配食 ２．調理 ３．掃除・洗濯 ４．買い物（宅配は含まない） 

５．ゴミ出し ６．外出同行（通院、買い物など） ７．移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等） 

８．見守り、声かけ ９．サロンなどの定期的な通いの場 10．その他 11.利用していない 

※総合事業に基づく支援・サービスは、「介護保険サービス」に含めます。 

問９ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（現在利用しているが、さらなる充実が必要と感じる支援・

サービスを含む）について、ご回答ください（複数選択可） 

１．配食 ２．調理 ３．掃除・洗濯 ４．買い物（宅配は含まない） 

５．ゴミ出し ６．外出同行（通院、買い物など） ７．移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等） 

８．見守り、声かけ ９．サロンなどの定期的な通いの場 10．その他 11.特になし 

※介護保険サービス、介護保険以外の支援・サービスともに含みます。 

問 10 現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください（１つを選択） 

１．入所・入居は検討していない ２．入所・入居を検討している 

３．すでに入所・入居申し込みをしている 

※「施設等」とは、特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設（有料老人ホーム等）、

グループホーム、地域密着型特定施設、地域密着型特別養護老人ホームを指します。 

問 11 ご本人（認定調査対象者）が、現在抱えている傷病について、ご回答ください（複数選択可） 

１．脳血管疾患（脳卒中） ２．心疾患（心臓病） ３．悪性新生物（がん） 

４．呼吸器疾患 ５．腎疾患（透析）  

６．筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等） ７．膠原病（関節リウマチ含む） 

８．変形性関節疾患 ９．認知症 10．パーキンソン病 

11．難病（パーキンソン病を除く） 12．糖尿病 

13．眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの） 14．その他 

15．なし 16．わからない 

問 12 ご本人（認定調査対象者）は、現在、訪問診療を利用していますか（１つを選択） 

１．利用している ２．利用していない 

※訪問歯科診療や居宅療養管理指導等は含みません。 

問 13 現在、（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービスを利用していますか（１つを選択） 

１．利用している ２．利用していない 

●問 13で「２．」を回答した場合は、問 14も調査してください。 

問 14 介護保険サービスを利用していない理由は何ですか（複数選択可） 

１．現状では、サービスを利用するほどの状態ではない ２．本人にサービス利用の希望がない 

３．家族が介護をするため必要ない ４．以前、利用していたサービスに不満があった 

５．利用料を支払うのが難しい ６．利用したいサービスが利用できない、身近にない 

７．住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため 

８．サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない ９．その他 

●問２で「２．」～「５．」を回答し、さらに「主な介護者」が調査に同席している場合は、「主な介

護者」の方にＢ票へのご回答・ご記入をお願いしてください。 

●「主な介護者」の方が同席されていない場合は、ご本人（調査対象者の方）にご回答・ご記入をお

願いしてください（ご本人にご回答・ご記入をお願いすることが困難な場合は、無回答で結構です）。 
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小田原市 在宅介護実態調査 調査票

第７期おだわら高齢者福祉介護計画を策定するにあたり、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労

の継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討するためアンケートを実施します。ご協力をお願いします。 

Ｂ票 主な介護者様、もしくはご本人様にご回答・ご記入頂く項目

※主な介護者様、もしくはご本人様にご回答・ご記入（調査票の該当する番号に○）をお願い致します。 

問１ 主な介護者の方の現在の勤務形態について、ご回答ください（１つを選択） 

１．フルタイムで働いている 

２．パートタイムで働いている 

３．働いていない 

４．主な介護者に確認しないと、わからない 

※「パートタイム」とは、「1 週間の所定労働時間が、同一の事業所に雇用される通常の労働者に比べて短い方」

が該当します。いわゆる「アルバイト」、「嘱託」、「契約社員」等の方を含みます。自営業・フリーランス等の場

合も、就労時間・日数等から「フルタイム」・「パートタイム」のいずれかを選択してください。 

問２ 問１で「１．」「２．」と回答した方にお伺いします。主な介護者の方は、介護をするにあたって、何か働き方につ

いての調整等をしていますか（複数選択可） 

１．特に行っていない 

２．介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている 

３．介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、働いている 

４．介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている 

５．介護のために、２～４以外の調整をしながら、働いている 

６．主な介護者に確認しないと、わからない 

問３ 問１で「１．」「２．」と回答した方にお伺いします。主な介護者の方は、勤め先からどのような支援があれば、仕

事と介護の両立に効果があると思いますか（３つまで選択可） 

１．自営業・フリーランス等のため、勤め先はない ２．介護休業・介護休暇等の制度の充実 

３．制度を利用しやすい職場づくり  ４．労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など） 

５．働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど） ６．仕事と介護の両立に関する情報の提供 

７．介護に関する相談窓口・相談担当者の設置 ８．介護をしている従業員への経済的な支援 

９．その他 10．特にない 11．主な介護者に確認しないと、わからない 

問４ 問１で「１．」「２．」と回答した方にお伺いします。主な介護者の方は、今後も働きながら介護を続けていけそう

ですか（１つを選択） 

１．問題なく、続けていける ２．問題はあるが、何とか続けていける 

３．続けていくのは、やや難しい ４．続けていくのは、かなり難しい 

５．主な介護者に確認しないと、わからない 

問２～問５へ 

問５（裏面）へ 
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●ここから再び、全員の方にお伺いします。 

問５ 現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等について、ご回答ください（現状で

行っているか否かは問いません）（３つまで選択可） 

〔身体介護〕 

１．日中の排泄 ２．夜間の排泄 ３．食事の介助（食べる時） 

４．入浴・洗身 ５．身だしなみ（洗顔・歯磨き等） ６．衣服の着脱 

７．屋内の移乗・移動 ８．外出の付き添い、送迎等 ９．服薬 

10．認知症状への対応 11．医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等） 

〔生活援助〕 

12．食事の準備（調理等） 13．その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等） 

14．金銭管理や生活面に必要な諸手続き 

〔その他〕 

15．その他 16．不安に感じていることは、特にない 

17．主な介護者に確認しないと、わからない 

問６ 主な介護者の方が、介護等について相談できる人は誰ですか（複数選択可） 

１．家族・親戚 ２．友人・知人 ３．自治会や民生委員など地域の方  

４．医師・歯科医師・看護師 ５．ケアマネジャー ６．地域包括支援センター 

７．市役所 ８．その他 ９．特にいない 

問７ 主な介護者の方が、介護をしていて、必要と感じる支援・サービス（現在利用しているが、さらなる充実が必要と

感じる支援・サービスを含む）について、ご回答ください（複数選択可） 

１．配食 ２．調理 ３．掃除・洗濯 

４．買い物（宅配は含まない） ５．ゴミ出し ６．外出同行（通院、買い物など） 

７．移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等） ８．見守り、声かけ 

９．サロンなどの定期的な通いの場(本人対象) 10．介護技術を学べる教室 

11．相談窓口の情報 12．悩みを相談できる交流会など  

13. その他 14.特になし 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 

私は、「在宅介護実態調査」に係る要介護認定データ（認定調査、介護認定審査会のデータ）の活用について、次

の事項を確認のうえ、同意します。 

本日、実施する認定調査に係る、要介護認定データ（認定調査、介護認定審査会のデータ）は、要介護認定及び

当市における高齢者等支援施策の検討の際の基礎資料とすることを目的に使用させて頂きます。本人の許可なく、

目的以外の使用は致しません。 

また、アンケート調査でご回答頂いた情報（被保険者番号を含む）は、適切に管理します。 

平成  年  月  日 

本 人 氏 名                   

立会者人氏名                 
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Ⅰ 基本的事項 

１ 計画の目的 

「おだわら高齢者福祉介護計画」（以下、「本計画」という。）は、小田原市の高齢者福祉施策

と介護保険事業の方向性や取組内容を示すことを目的とします。 

２ 計画の位置付け 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８に規定する「市町村老人福祉計画」及び介護保険法第 117

条に規定する「市町村介護保険事業計画」を一体的に定めるものです。 

本計画の上位計画は、「小田原市総合計画」ですが、本計画に掲げる施策等については、「小田

原市地域福祉計画」、「小田原市健康増進計画」などと調和を図りながら推進します。 

図Ⅰ-１ 計画の位置づけ 

○老人福祉法 

（市町村老人福祉計画） 

第 20 条の８ 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人

福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」とい

う。）を定めるものとする。 

○介護保険法 

（市町村介護保険事業計画） 

第 117 条 市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介護保険事業

に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）

を定めるものとする。 

おだわら障がい者基本計画 

小田原市食育推進計画 

小田原市子ども・子育て支援事業計画 

小田原市健康増進計画 

小田原市総合計画 地域別計画 

ケアタウン構想 

小田原市地域福祉計画 － 小田原市地域福祉活動計画 

おだわら高齢者福祉介護計画 
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３ 計画の対象者 

本計画の対象者は、原則として、小田原市内在住の 65 歳以上の高齢者と高齢者の介護者です。 

ただし、施策によって、小田原市内在住の 40 歳以上の方も対象に含みます。 

４ 計画の策定と見直し 

本計画は、策定から３年を経過するごとに見直すこととしていますので、この度６回目の見直

しを行い、ここに第７期計画を策定するものです。 

第７期計画の計画期間は、平成 30（2018）年度から平成 32（2020）年度までの３年間ですが、

いわゆる団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる平成 37（2025）年度を見据えたものとして、

中長期的な視野に立った施策の展開を図るものとしています。 

図Ⅰ-２ 計画の期間  

団塊世代が 65 歳に 団塊世代が 75 歳に 

平成 27 年度 平成 37 年度 

第５期計画 

平成 24年度 

～平成 26年度 

第６期計画 

平成 27年度 

～平成 29年度 

第７期計画 

平成 30 年度 

～平成 32 年度

第８期計画 

平成 33年度 

～平成 35年度 

第９期計画 

平成 36年度 

～平成 38年度 

平成 37 年度を見据え、中長期的な視点に立った計画 

（参考） 

小田原市地域福祉計画・ 

小田原市地域福祉活動計画 

平成 29年度～平成 33 年度 

第５次総合計画「おだわらＴＲＹプラン」 

前期 平成 23年度～平成 28 年度 後期 平成 29年度～平成 34年度 

県 第７次医療計画 

平成 30年度～平成 35 年度 

県 第７期介護保険 

事業（支援）計画 

平成 30年度 

～平成 32年度 
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５ 計画の推進体制 

第７期計画の基本理念を実現するためには、介護サービスをはじめとする福祉サービス、医療

サービス、保健サービスのほか、様々な生活支援サービスが適時適切に供給される地域づくりが

必要となることから、第７期計画の進捗管理等を行い、次期計画の策定につなげていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

第７期計画の進捗管理 

日常生活圏域ニーズ

調査 

第８期計画の策定 

その他計画の推進に

関する課題 

図Ⅰ-３ 計画の推進体制 

実施・評価 

調査項目の検討 

調査結果の検証等 

実施 

検討・策定 

調査・検討 
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Ⅱ 高齢者を取り巻く状況 

１ 高齢者人口・要介護認定者数等の状況 

（１） 高齢者人口の見通し 

本市の人口は、平成 29年４月１日現在 193,414 人で、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢

者に達する平成 37（2025）年度には 186,313 人、団塊ジュニア世代が 65 歳から 74歳までの

前期高齢者に達する平成 52（2040）年度には 163,100 人になる見通しで、減少傾向にありま

す。 

一方、65 歳以上の高齢者人口は、平成 29 年４月１日現在 55,243 人で、今後増加を続けま

す。高齢者の内訳では、前期高齢者は、平成 28 年度をピークに減少に転じる一方、後期高

齢者は増加を続け平成 37 年には 34,208 人になる見通しです。 

また、高齢者一人を支える生産年齢人口の割合をみると、介護保険制度が始まった平成 12

年度では、１人の高齢者を支える15歳から64歳までの生産年齢人口の割合は4.1人ですが、

第７期計画期間の開始年度である平成 30年度では 2.0 人、平成 37 年度では 1.9 人、平成 52

年度では 1.5 人となります。 

図Ⅱ-１ 高齢者人口の見通し 

平成 12年度  平成30年度  平成37年度  平成52年度

4.1 人  2.0 人  1.9 人  1.5 人 

図Ⅱ-２ 高齢者一人を支える生産年齢人口の割合 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

12年度 15年度 18年度 21年度 24年度 27年度 30年度 37年度 52年度

0～14歳 15～64歳 前期高齢者 後期高齢者 高齢化率

（単位：人）

平成12年度
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表Ⅱ-１ 高齢者人口の見通し 

（単位：人） 

年 度 期 別 総 人 口 
高齢者人口 

（65歳以上）

高齢化率 

（65歳以上）

前期高齢者 

（65～74 歳）

後期高齢者 

（75歳以上）

平成12年度 第１期 200,173 33,519 16.7％ 20,039 13,480 

平成15年度 第２期 199,290 37,101 18.6％ 21,535 15,566 

平成18年度 第３期 198,951 40,896 20.6％ 23,021 17,875 

平成21年度 第４期 198,341 45,572 23.0％ 25,067 20,505 

平成24年度 第５期 197,415 48,634 24.6％ 25,578 23,056 

平成27年度

第６期 

194,644 53,523 27.5％ 28,347 25,176 

平成28年度 193,871 54,792 28.3％ 28,561 26,231 

平成29年度 193,414 55,243 28.6％ 28,385 26,858 

平成30年度

第７期 

192,825 56,078 29.1％ 28,262 27,816 

平成31年度 192,137 56,571 29.4％ 27,583 28,988 

平成32年度 191,359 56,972 29.8％ 27,330 29,642 

･
･
･ 

平成37年度 第９期 186,313 57,579 30.9％ 23,371 34,208 

･
･
･ 

平成52年度 第 14 期 163,100 58,514 35.9％ 26,152 32,362 

※出典：平成 12年度は国勢調査、その他の年度は小田原市の調べによる。 

※各年度 10 月１日現在。平成 29年度は４月１日現在。平成 30年度以降は平成 29 年４月１日現在

の小田原市人口統計を基礎として、国立社会保障・人口問題研究所の出生率、死亡率を踏まえ算

出。（最終的には平成 29 年度人口及び平成 30 年度以降の人口推計は平成 29 年 10 月１日現在の

小田原市人口統計を基礎として再度計算する。） 
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（２） 高齢者世帯の状況

平成 22 年度から平成 27年度までに、高齢者のいる世帯総数は約 4,000 世帯増加し、一般

世帯総数に占める高齢者のいる世帯総数の比率は 39.8％から 44.4％に増加していることか

ら、世帯の高齢化が進んでいることがわかります。 

また、高齢者のいる世帯総数のうちで「一人暮らし高齢者世帯」は約 2,000 世帯増加して

おり、高齢者の単身世帯が増加している状況です。 

表Ⅱ-２ 高齢者世帯の状況 

（単位：世帯） 

平成 22 年 平成 27 年 

一般世帯総数 77,532 79,007 

うち 高齢者のいる世帯数 30,951（39.9％） 35,075（44.4％） 

うち 一人暮らし高齢者世帯数 7,109（ 9.2％） 9,088（11.5％） 

※出典：平成 22年及び平成 27 年国勢調査。 

※各年 10月１日現在。 

（３） 地域包括支援センターへの相談件数の推移

地域包括支援センターは、地域における総合的な相談窓口として、高齢者の総合相談支援、

権利擁護業務、介護予防ケアマネジメント業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

に取り組んでいます。地域包括支援センターの拡充とともに相談件数は増加傾向にあります。 

表Ⅱ-３ 地域包括支援センターへの相談件数の推移 

（単位：件） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

相談件数 4,655 4,389 5,334 7,201 8,772 

 うち 来訪 475 572 583 743 859 

 うち 訪問 1,234 732 945 1,853 1,783 

 うち 電話他 2,946 3,085 3,806 4,605 6,130 

 再掲 新規件数 1,614 2,116 2,222 2,272 2,706 

地域包括支援センター数 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ６箇所 ８箇所 

※出典：小田原市の調べによる。 
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（４） 要支援・要介護認定者の見通し

要支援・要介護認定者は、平成 28 年 10 月１日現在で 8,631 人です。これは、介護保険制

度創設時（平成 12 年度）の約 2.7 倍に当たります。 

今後も、高齢者人口の増加に伴い、認定者数の増加が見込まれますが、平成 32（2020）年

度には 9,702 人に、平成 37（2025）年度には 11,105 人まで増加する見通しです。 

また、介護保険法の改正により、本市では平成 28 年 1 月に移行した介護予防・日常生活

支援総合事業に係る基本チェックリスト判定による事業対象者については、平成 32 年度に

は 292 人に、平成 37 年度には 329 人まで増加する見通しです。 

表Ⅱ-４ 要支援・要介護認定者の見通し 

（単位：人） 

年

度

期

別

要支援・要介護認定者 
事
業
対
象
者

要
支
援
１

要
支
援
２

要
介
護
１

要
介
護
２

要
介
護
３

要
介
護
４

要
介
護
５

計

平成 
12 年度 

第１期 202 － 676 633 560 552 535 3,158 －

15 年度 第２期 585 － 1,484 878 661 707 604 4,919 －

18 年度 第３期 927 228 1,452 915 851 755 639 5,767 －

21 年度 第４期 995 425 1,342 986 1,025 856 650 6,279 －

24 年度 第５期 1,104 779 1,605 1,207 1,002 1,102 737 7,536 －

27 年度 

第６期 

1,236 845 2,107 1,352 1,130 1,171 738 8,579 －

28 年度 1,205 814 2,207 1,385 1,160 1,140 720 8,631 203

29 年度 1,192 848 2,235 1,390 1,189 1,138 689 8,681 264

30 年度 

第７期 

1,239 883 2,333 1,454 1,247 1,197 720 9,073 275

31 年度 1,277 912 2,412 1,509 1,295 1,245 748 9,398 283

32 年度 1,313 940 2,487 1,556 1,341 1,291 774 9,702 292

…

37 年度 第９期 1,480 1,060 2,826 1,784 1,553 1,508 894 11,105 329

…

52 年度 第 14 期 1,523 1,127 3,066 1,986 1,791 1,767 1,025 12,285 343

※出典：介護保険事業状況報告（月報）及び小田原市の調べによる。 

※各年度 10 月１日現在。平成 29年度以降は４月１日現在。平成 30 年度以降は推計。

（最終的には平成29年度人口及び平成30年度以降の推計は平成29年 10月 1日現在の小

田原市人口統計を基礎として再度計算する。） 
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（５） 要支援・要介護認定者の有病状況の推移等 

本市の要支援・要介護認定者に対する国民健康保険及び後期高齢者医療被保険者の有病状

況の推移を見ると、平成 24 年度から平成 28 年度までの５年間で増減割合が高くなっている

ものとして、「筋・骨格」が 6.2 ポイント、「精神疾患（認知症含む）」が 6.1 ポイント、「高

血圧症」が 5.0 ポイントとなっています。 

「精神疾患」のうち「認知症」と「アルツハイマー病」を合わせたものを「認知症全体」

として捉えると、平成 24 年度では 32.8％、平成 28 年度では 42.8％となっており、５年間

で 10 ポイント増えており、増減割合として最も高い状況です。 

表Ⅱ-５ 要支援・要介護認定者の有病状況の推移 

（単位：％） 

病名 
平成 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

増減割合 

（28年度-24年度）

筋・骨格 42.6 46.2 46.2 47.9 48.8 6.2 ポイント

精神疾患 31.0 34.1 35.7 36.3 37.1 6.1 ポイント

 うち 認知症 18.0 20.5 22.2 22.8 23.7 5.7 ポイント

アルツハイマー病 14.8 17.4 18.6 18.7 19.1 4.3 ポイント

高血圧症 47.4 51.0 51.6 52.0 52.4 5.0 ポイント

心臓病 54.8 58.3 58.8 59.3 59.4 4.6 ポイント

脂質異常症 27.3 30.6 31.4 31.9 31.6 4.3 ポイント

糖尿病 22.3 23.3 23.6 24.4 24.7 2.4 ポイント

がん 9.4 9.9 9.9 10.0 10.4 1.0 ポイント

脳疾患 27.7 29.1 28.8 28.1 27.8 0.1 ポイント

※出典：国保データベースシステム・介護保険審査支払等システム 

※有病状況＝介護認定者かつ該当病名と判明したレセプト保有者（Ａ）÷介護認定者（Ｂ） 

※介護認定者かつ該当病名と判明したレセプト保有者（Ａ）は、国民健康保険被保険者及び後

期高齢者医療被保険者。（国保データベースシステムから抽出） 

介護認定者（Ｂ）は、国民健康保険被保険者及び後期高齢者医療被保険者以外の者も含まれ

る。（介護保険審査支払等システムから抽出） 
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また、本市と国や県、同規模保険者を比較すると、要支援・要介護認定者に対する国民健

康保険及び後期高齢者医療被保険者の有病状況は全体的に高い傾向があります。本市と同規

模保険者を比較すると、「心臓病」が 4.7 ポイント、「脂質異常症」が 4.7 ポイント、「高血

圧症」が 4.3 ポイントといずれも高い状況です。 

また、「精神疾患」のうち「認知症」と「アルツハイマー病」を合わせたものを「認知症

全体」として捉え、同規模保険者と比較すると、本市の方が 4.7ポイント高い状況となって

います。 

表Ⅱ-６ 平成 28 年度 要支援・要介護認定者の有病状況の比較 

（単位：％） 

病名 小田原市 同規模保険者 神奈川県 国 

筋・骨格 48.8 46.3 49.1 49.9 

精神疾患 37.1 33.1 35.9 34.9 

 うち 認知症 23.7 20.9 21.9 21.7 

アルツハイマー病 19.1 17.2 17.6 17.7 

高血圧症 52.4 48.1 51.4 50.5 

心臓病 59.4 54.7 57.8 57.5 

脂質異常症 31.6 26.9 30.8 28.2 

糖尿病 24.7 21.0 22.8 21.9 

がん 10.4 9.4 11.2 10.1 

脳疾患 27.8 24.2 24.4 25.3 

※出典：国保データベースシステム・介護保険審査支払等システム 

※同規模保険者とは、茅ヶ崎市、平塚市、厚木市、大和市 
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（６）要支援・要介護認定者の認知症高齢者数の推移 

要介護認定訪問調査項目である「認知症高齢者の日常生活自立度」の判定結果によると、

日常生活に支障を来たすような何らかの症状があるⅡからＭのランクと認められた要支

援・要介護認定者は、平成 25 年度は 4,504 人、平成 29 年度は 5,323 人で、毎年度増加傾向

にあります。 

表Ⅱ-７ 要支援・要介護認定者の認知症高齢者数の推移 

（単位：人） 

ランク 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自立 2,105 2,150 2,089 2,118 1,971

Ⅰ 1,185 1,324 1,416 1,470 1,509

Ⅱ 2,572 2,738 3,008 3,143 3,354

Ⅲ 1,782 1,855 1,830 1,848 1,876

Ⅳ 140 108 111 94 90

Ｍ 10 9 2 1 3

転入による 
継続認定等

40 41 49 47 51

合計 7,834 8,225 8,505 8,721 8,854

※出典：小田原市の調べによる。 

※各年度４月１日現在。 

※介護保険事業状況報告（月報）における要支援・要介護認定者数確定後に認定結果が出た

者等が含まれるため、同日時点の介護保険事業情況報告（月報）における要支援・要介護

認定者数とは差異が生じている。 

※認知症高齢者の日常生活自立度の判定基準（出典：厚生労働省） 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立し

ている。 

Ⅱ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見

られても、誰かが注意していれば自立できる。 

Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ、

介護を必要とする。 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に

見られ、常に介護を必要とする。 

Ｍ 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療

を必要とする。 



- 11 - 

２ 日常生活圏域 

日常生活圏域とは、市民が住み慣れた地域で、適切なサービスを受けながら生活の質を維持し

て暮らし続けることができるように、地理的条件・人口・交通事情その他の社会的条件等を踏ま

えて市域を区分したものです。 

本市は、第５期計画までに５の日常生活圏域を設け、各圏域に地域包括支援センターを整備し

ました。第６期計画では、市民生活の実情や人口分布の現状を踏まえ、よりきめ細やかなサービ

ス向上と機能拡充に向け日常生活圏域を 12 へと拡充し、平成 29 年４月にすべての圏域に地域包

括支援センターを整備しました。 

第７期計画では、第６期計画の考えを継承し、圏域ごとに地域包括支援センターを中心として、

地域住民、関係機関等とともに地域の中での包括的な支援、サービス体制を充実していくことを

目標としています。 

図Ⅱ-３ 日常生活圏域 

第３圏域 

第４圏域 

第１圏域 

第２圏域 

第９圏域 

第８圏域 

第 12 圏域 

第 11 圏域 

第 10 圏域 

第７圏域 

第５圏域 

第６圏域 
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（１） 第７期計画期間における日常生活圏域 

表Ⅱ-８ 日常生活圏域に含まれる自治会連合会の一覧 

（２） 日常生活圏域別人口等 

表Ⅱ-９ 日常生活圏域別人口等 

（単位：人） 

圏 域 総 人 口

高齢者 

人口 

（65歳以上） 

高齢化率 

前期高齢者（65～74 歳） 後期高齢者（75歳以上）

人口 
前期 

高齢化率 
人口 

後期 

高齢化率 

第 1圏域 18,840 5,340 28.3% 2,653 14.1% 2,687 14.3% 

第 2 圏域 15,666 4,527 28.9% 2,298 14.7% 2,229 14.2% 

第 3 圏域 14,508 4,986 34.4% 2,455 16.9% 2,531 17.4% 

第 4 圏域 17,129 4,618 27.0% 2,489 14.5% 2,129 12.4% 

第 5 圏域 13,643 3,777 27.7% 1,920 14.1% 1,857 13.6% 

第 6 圏域 14,686 3,923 26.7% 1,967 13.4% 1,956 13.3% 

第 7 圏域 13,319 3,638 27.3% 1,963 14.7% 1,675 12.6% 

第 8 圏域 20,349 5,345 26.3% 2,776 13.6% 2,569 12.6% 

第 9 圏域 16,061 4,064 25.3% 2,158 13.4% 1,906 11.9% 

第10圏域 20,418 4,922 24.1% 2,875 14.1% 2,047 10.0% 

第11圏域 18,093 5,224 28.9% 2,834 15.7% 2,390 13.2% 

第12圏域 11,338 3,812 33.6% 2,051 18.1% 1,761 15.5% 

合計 194,050 54,176 27.9% 28,439 14.7% 25,737 13.3% 

※出典：小田原市の調べによる。 

※平成 28年４月１日現在。 

圏域 自治会連合会名 圏域 自治会連合会名 

第１圏域 緑、万年、幸、芦子 第７圏域 桜井 

第２圏域 新玉、山王網一色、足柄 第８圏域 酒匂・小八幡、富士見 

第３圏域 十字、片浦、早川、大窪 第９圏域 下府中 

第４圏域 二川、久野 第 10 圏域 豊川、上府中 

第５圏域 東富水 第 11 圏域 曽我、下曽我、国府津 

第６圏域 富水 第 12 圏域 前羽、橘北 

（最終的には平成 29年 4 月 1 日現在とする。） 



- 13 - 

（３） 日常生活圏域別要支援・要介護認定者等数 

表Ⅱ-10 日常生活圏域別要支援・要介護認定者等数 

（単位：人） 

圏域 

要支援・要介護認定者 

事
業
対
象
者

介護度別 年代別 

要
支
援
１

要
支
援
２

要
介
護
１

要
介
護
２

要
介
護
３

要
介
護
４

要
介
護
５

合
計

前

期

高

齢

者 

後

期

高

齢

者 

第
２
号
被
保
険
者

第１圏域 131 94 255 142 123 125 83 953 87 841 25 44

第２圏域 90 75 236 135 101 93 59 789 94 682 13 24

第３圏域 156 98 212 122 124 119 80 911 104 795 12 6

第４圏域 111 78 211 113 101 105 51 770 90 667 13 30

第５圏域 84 60 166 77 72 81 42 582 86 480 16 18

第６圏域 87 76 154 107 98 91 47 660 71 574 15 15

第７圏域 70 44 118 101 60 67 40 500 65 426 9 29

第８圏域 122 95 233 130 104 94 60 838 103 717 18 10

第９圏域 91 55 161 96 86 88 44 621 65 539 17 12

第10圏域 90 61 190 135 125 97 72 770 108 642 20 17

第11圏域 98 79 181 128 100 102 62 750 103 634 13 20

第12圏域 70 42 131 93 90 75 46 547 45 487 15 32

市 外 11 6 30 32 32 29 23 163 21 140 2 1

合 計 1,211 863 2,278 1,411 1,216 1,166 709 8,854 1,042 7,624 188 258

※出典：小田原市の調べによる。 

※平成 29年４月１日現在。 

※要支援・要介護者認定者等数には、第２号被保険者（40歳から 64 歳までの者）を含む。 

※介護保険事業状況報告（月報）における要支援・要介護認定者数確定後に認定結果が出た者等

が含まれるため、同日時点の介護保険事業情況報告（月報）における要支援・要介護認定者数

とは差異が生じている。 
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（４） 日常生活圏域別の状況 

市全域 

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 194,050 人（男性 95,007 人、女性 99,043 人） 

高齢者人口  54,176 人（男性 23,718 人、女性 30,458 人） 

高 齢 化 率   27.9％ 

認 定 者 数   8,505 人（第 1号被保険者） 

認 定 率   15.7％ 

※認定者数には、市外に住所を置く本市被保険者（住所地特例者）を含まない。 

表Ⅱ-11 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 43 夜間対応型訪問介護 1 

訪問入浴介護 5 認知症対応型通所介護 6 

訪問看護 19 小規模多機能型居宅介護 5 

訪問リハビリテーション 4 認知症対応型共同生活介護 16 

通所介護 27 地域密着型通所介護 61 

通所リハビリテーション 7 介護老人福祉施設 9 

短期入所生活介護 10 介護老人保健施設 5 

短期入所療養介護 5 介護療養型医療施設 1 

特定施設入居者生活介護 16 基準緩和訪問型サービス 3 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 12 基準緩和通所型サービス 5 

居宅介護支援 53 住民主体訪問型サービス 3 

介護予防支援 12 住民主体通所型サービス 4 

定期巡回・随時対応型訪問介護 2   

（総人口及び高齢者人口は、現時点では 28 年４月 1 日

現在の人口を記載しています。） 
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第１圏域（緑、万年、幸、芦子自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 18,840 人（男性 9,104 人、女性 9,736 人） 

高齢者人口  5,340 人（男性 2,276 人、女性 3,064 人） 

高 齢 化 率   28.3％（５位） 

認 定 者 数   928 人（第１号被保険者） 

認 定 率   17.4％ 

表Ⅱ-12 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 5 居宅介護支援 5 

訪問入浴介護 2 介護予防支援 1 

訪問看護 3 認知症対応型通所介護 1 

訪問リハビリテーション 2 認知症対応型共同生活介護 1 

通所介護 1 地域密着型通所介護 7 

特定施設入居者生活介護 3 介護療養型医療施設 1 

第２圏域（新玉、山王網一色、足柄自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 15,666 人（男性 7,600 人、女性 8,066 人） 

高齢者人口  4,527 人（男性 1,933 人、女性 2,594 人） 

高 齢 化 率   28.9％（３位） 

認 定 者 数   776 人（第１号被保険者） 

認 定 率   17.1％ 

表Ⅱ-13 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 4 居宅介護支援 3 

訪問入浴介護 1 介護予防支援 1 

訪問看護 1 認知症対応型共同生活介護 1 

通所介護 1 地域密着型通所介護 5 

特定施設入居者生活介護 1 基準緩和通所型サービス 1 
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第３圏域（十字、片浦、早川、大窪自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 14,508 人（男性 6,921 人、女性 7,587 人） 

高齢者人口  4,986 人（男性 2,023 人、女性 2,963 人） 

高 齢 化 率    34.4％（１位） 

認 定 者 数   899 人（第１号被保険者） 

認 定 率   18.0％ 

表Ⅱ-14 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 3 介護予防支援 1 

訪問看護 2 小規模多機能型居宅介護 1 

通所介護 4 認知症対応型共同生活介護 2 

通所リハビリテーション 1 地域密着型通所介護 1 

短期入所生活介護 2 介護老人福祉施設 2 

短期入所療養介護 1 介護老人保健施設 1 

特定施設入居者生活介護 1 基準緩和訪問型サービス 1 

居宅介護支援 5   

第４圏域（二川、久野自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 17,129 人（男性 8,413 人、女性 8,716 人） 

高齢者人口  4,618 人（男性 2,032 人、女性 2,586 人） 

高 齢 化 率   27.0％（８位） 

認 定 者 数   757 人（第１号被保険者） 

認 定 率   16.4％ 

表Ⅱ-15 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 6 介護予防支援 1 

訪問看護 2 小規模多機能型居宅介護 1 

通所介護 4 認知症対応型共同生活介護 1 

通所リハビリテーション 1 地域密着型通所介護 9 

短期入所生活介護 1 介護老人福祉施設 1 

特定施設入居者生活介護 3 基準緩和訪問型サービス 1 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 3 住民主体通所型サービス 1 

居宅介護支援 6   
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第５圏域（東富水自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 13,643 人（男性 6,541 人、女性 7,102 人） 

高齢者人口  3,777 人（男性 1,584 人、女性 2,193 人） 

高 齢 化 率   27.7％（６位） 

認 定 者 数   566 人（第１号被保険者） 

認 定 率   15.0％ 

表Ⅱ-16 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 2 介護予防支援 1 

訪問看護 3 定期巡回・随時対応型訪問介護 1 

通所介護 3 夜間対応型訪問介護 1 

短期入所生活介護 1 小規模多機能型居宅介護 1 

特定施設入居者生活介護 1 認知症対応型共同生活介護 1 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 2 地域密着型通所介護 6 

居宅介護支援 3   

第６圏域（富水自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 14,686 人（男性 7,199 人、女性 7,487 人） 

高齢者人口  3,923 人（男性 1,704 人、女性 2,219 人） 

高 齢 化 率   26.7％（９位） 

認 定 者 数   645 人（第１号被保険者） 

認 定 率   16.4％ 

表Ⅱ-17 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 3 認知症対応型通所介護 1 

訪問看護 1 認知症対応型共同生活介護 2 

短期入所生活介護 1 地域密着型通所介護 7 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 1 介護老人福祉施設 1 

居宅介護支援 5 基準緩和通所型サービス 1 

介護予防支援 1   
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第７圏域（桜井自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 13,319 人（男性 6,411 人、女性 6,908 人） 

高齢者人口  3,638 人（男性 1,570 人、女性 2,068 人） 

高 齢 化 率   27.3％（７位） 

認 定 者 数   491 人（第１号被保険者） 

認 定 率   13.5％ 

表Ⅱ-18 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 6 居宅介護支援 5 

訪問看護 1 介護予防支援 1 

訪問リハビリテーション 1 認知症対応型通所介護 1 

通所介護 2 地域密着型通所介護 6 

通所リハビリテーション 1 介護老人福祉施設 1 

短期入所生活介護 2 介護老人保健施設 1 

短期入所療養介護 1 基準緩和通所型サービス 2 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 2   

第８圏域（酒匂・小八幡、富士見自治会連合会の区域）

■平成 28年４月１日現在 

総 人 口 20,349 人（男性 9,968 人、女性 10,381 人） 

高齢者人口  5,345 人（男性 2,421 人、女性 2,924 人） 

高 齢 化 率   26.3％（10 位） 

認 定 者 数   820 人（第１号被保険者） 

認 定 率   15.3％ 

表Ⅱ-19 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 2 介護予防支援 1 

訪問看護 3 小規模多機能型居宅介護 1 

訪問リハビリテーション 1 認知症対応型共同生活介護 2 

通所介護 2 地域密着型通所介護 7 

通所リハビリテーション 2 介護老人保健施設 1 

短期入所療養介護 1 基準緩和訪問型サービス 1 

特定施設入居者生活介護 4 住民主体訪問型サービス 2 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 2 住民主体通所型サービス 2 

居宅介護支援 7   
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第９圏域（下府中自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 16,061 人（男性 7,984 人、女性 8,077 人） 

高齢者人口  4,064 人（男性 1,834 人、女性 2,230 人） 

高 齢 化 率   25.3％（11 位） 

認 定 者 数   604 人（第１号被保険者） 

認 定 率   14.9％ 

表Ⅱ-20 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 4 介護予防支援 1 

訪問入浴介護 1 認知症対応型通所介護 1 

通所介護 2 認知症対応型共同生活介護 1 

短期入所生活介護 1 地域密着型通所介護 4 

特定施設入居者生活介護 1 介護老人福祉施設 1 

福祉用具貸与・特定福祉用具販売 2 住民主体訪問型サービス 1 

居宅介護支援 4   

第10圏域（豊川、上府中自治会連合会の区域）

■平成 28年４月１日現在 

総 人 口 20,418 人（男性 10,331 人、女性 10,087 人） 

高齢者人口  4,922 人（男性 2,281 人、女性 2,641 人） 

高 齢 化 率   24.1％（12 位） 

認 定 者 数   750 人（第１号被保険者） 

認 定 率   15.2％ 

表Ⅱ-21 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 3 介護予防支援 1 

訪問入浴介護 1 認知症対応型通所介護 2 

訪問看護 3 小規模多機能型居宅介護 1 

通所介護 5 認知症対応型共同生活介護 2 

通所リハビリテーション 2 地域密着型通所介護 4 

短期入所療養介護 2 介護老人保健施設 2 

特定施設入居者生活介護 2 基準緩和通所型サービス 1 

居宅介護支援 4   
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第11圏域（曽我、下曽我、国府津自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 18,093 人（男性 8,933 人、女性 9,160 人） 

高齢者人口  5,224 人（男性 2,319 人、女性 2,905 人） 

高 齢 化 率   28.9％（４位） 

認 定 者 数   737 人（第１号被保険者） 

認 定 率   14.1％ 

表Ⅱ-22 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 3 定期巡回・随時対応型訪問介護 1 

通所介護 2 認知症対応型共同生活介護 2 

短期入所生活介護 1 地域密着型通所介護 3 

居宅介護支援 3 介護老人福祉施設（特別養護老 1 

介護予防支援 1 住民主体通所型サービス 1 

第12圏域（前羽、橘北自治会連合会の区域）

■平成 29年４月１日現在 

総 人 口 11,338 人（男性 5,602 人、女性 5,736 人） 

高齢者人口  3,812 人（男性 1,741 人、女性 2,071 人） 

高 齢 化 率   33.6％（１位） 

認 定 者 数   532 人（第１号被保険者） 

認 定 率   14.0％ 

表Ⅱ-23 介護保険指定事業所 

サービスの種類 箇所数 サービスの種類 箇所数 

訪問介護 2 介護予防支援 1 

通所介護 1 認知症対応型共同生活介護 1 

短期入所生活介護 1 地域密着型通所介護 2 

居宅介護支援 3 介護老人福祉施設 2 
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３ 高齢者の実態把握 

第７期計画の策定に際し、高齢者福祉政策や介護保険制度に対する高齢者の意識や考え方を把

握する目的で、アンケート調査を実施しました。これらの調査結果は、計画策定に当たり、施策

の展開や事務事業を見直す際の基礎資料として利用しています。 

※構成比を表すグラフの内訳は、小数点以下第１位まで表示しています。そのため、端数処理

の関係上、グラフの構成比（％）の合計が 100％とならないことがあります。 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（抜粋） 

【現在の状態と介護リスク】 

日常生活における介護・介助の必要性については、「必要ない」が全体の 85.3％となって

おり、ほとんどの方が、体を動かすこと、食事をつくること、金銭や書類の扱い、外出手段

について自立しています。しかし、「転倒」については 49.2％、「物忘れ」については 42.7％

が不安を覚えており、健康についての情報に対する関心度はとても高くなっています。また、

運動器リスクと外出頻度をクロス集計したところ、リスク該当者ほど外出頻度が減っていま

した。 

●あなたは、普段の生活でどなたかの介護・介助が必要ですか 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

目的 
要介護状態になる前の高齢者について、要介護状態になるリスクの発生状

況や、リスクに影響を与える日常生活状況を把握し、地域の課題を捉える。

対象者 
要介護１～５の認定を受けていない市内在住の 65 歳以上の方（一般高齢

者・要支援１～２）※無作為抽出 

調査期間 平成 29 年１月６日～平成 29 年１月 20日 

調査方法 郵送による配布・回収 

配布数 7,500 通 有効回答数 5,274 通 有効回答率 70.3％

85.3 7.1 4.6 3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護・介助を受けている

（介護認定を受けずに家族などの介護・介助を受けている場合も含む）

無回答
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●転倒に対する不安は大きいですか 

●物忘れが多いと感じますか 

●健康についての記事や番組に関心がありますか   

●昨年と比べて外出の回数が減っていますか（運動器リスク該当・非該当との関係） 

【社会参加】 

社会参加の面では、「働いている」と答えた方と「働きたい」と答えた方の合計は 45.5％

となっており、働く理由は「生活のため」が最も多く、次いで「健康のため」「生きがいの

ため」となっています。 

地域での活動の中では、「趣味関係のグループ」や「自治会」への参加の頻度が高くなっ

ています。また、生きがいの有無についての質問とクロス集計したところ、たとえば趣味関

係のグループでは、「生きがいあり」と答えた方は「思いつかない」と答えた方よりも活動

への参加頻度は高くなっていました。地域住民の有志の活動に対しては、「ぜひ参加したい」

と「参加してもよい」の合計が 58.5％となっています。 

2.1 

19.7 

17.2 

44.9 

32.3 

18.6 

46.4 

14.5 

2.0 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非該当者

該当者

とても減っている 減っている あまり減っていない 減っていない 無回答

14.5 34.7 26.8 21.7 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても不安である やや不安である あまり不安でない 不安でない 無回答

42.7 55.5 1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

91.2 7.8 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
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●現在働いていますか                

●働く理由、働きたい理由はなんですか  

●以下のような会・グループ等にどのくらいの頻度で参加していますか  

  ③趣味関係のグループへの参加頻度（生きがいの有無とのクロス集計） 

0.9 

2.8 

1.8 

0.3 

0.3 

0.4 

8.8 

1.3 

7.0 

4.1 

0.7 

0.4 

0.8 

4.8 

1.4 

5.1 

5.1 

1.1 

0.3 

0.8 

1.2 

4.0 

4.5 

12.7 

3.5 

2.7 

5.0 

1.2 

4.6 

2.6 

6.1 

3.5 

5.7 

15.8 

1.5 

51.2 

45.1 

40.1 

52.2 

54.1 

42.3 

46.7 

36.6 

32.8 

30.1 

38.7 

36.5 

34.9 

35.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

老人クラブ

自治会

収入のある仕事

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

12.7 13.7 19.1 48.2 6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていないが、働きたい 働いていないし、働きたくない

無回答

30.7 18.4 12.9 4.7 7.1 12.5 4.2 9.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活のため 健康のため
生きがいのため 時間に余裕があるから
社会参加のため 体力的にまだ働けるから
その他 無回答

2.4 

0.8 

5.3 

2.4 

6.3 

3.0 

16.1 

7.2 

7.3 

4.4 

34.6 

53.6 

27.9 

28.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生きがいあり

思いつかない
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●地域住民の有志の活動に参加者として参加してみたいと思いますか    

【介護予防事業】 

市が主催している介護予防事業については、「知っている」「聞いたことはある」の合計は

74.0％ですが、実際に参加したことがある方は 12.1％となっています。 

●市が開催している介護予防事業を知っていますか  

【相談相手】 

家族・友人以外の相談相手としては、「医師等」が 33.8％、「そのような人はいない」33.1％、

「地域包括支援センター・市役所」が 15.8％となっています。なお、地域包括支援センター

については、「名前も知らない」という回答が、前回（平成 25年度）の調査では 35.4％でし

たが、今回の調査では 25.0％になりました。 

●家族や友人･知人以外であなたが何かあったときに相談する人 

8.9 49.6 34.8 6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

12.1 37.8 24.1 21.9 4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っているし、参加したことがある
知っているが、参加したことはない
聞いたことはあるが、内容までは知らない
聞いたことがないし、知らない
無回答

33.8 

15.8 

14.5 

5.8 

5.7 

8.8 

33.1 

7.6 

33.8 

14.9 

14.3 

4.2 

5.7 

8.9 

33.9 

7.7 

34.4 

38.3 

18.2 

45.9 

5.3 

5.7 

13.4 

6.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・市役所

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

自治会・老人クラブ

その他

そのような人はいない

無回答

全体 一般高齢者 要支援・事業対象者
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●地域包括支援センターを知っていますか 

【幸福感】 

現在どの程度幸せかという幸福感について、10 点満点で自己評価を求めたところ、平均は

7.00 点でした。なお、生きがいの有無とのクロス集計をしたところ、「思いつかない」と答

えた方よりも「生きがいあり」と答えた方のほうが、幸福感が 1.42 点高くなっていました。 

●あなたは、現在どの程度幸せですか（生きがいの有無とのクロス集計） 

（「とても不幸」を 0点、「とても幸せ」を 10 点とします。）

（２）在宅介護実態調査（抜粋）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B

名前を知っているし、業務内容も大体知っている
名前を知っているし、業務内容も少しは知っている
名前は知っているが、業務の内容は知らない
名前も知らない

在宅介護実態調査 

目的 
「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」

の実現に向けた介護サービスの在り方を検討する。 

対象者 

在宅で生活している要支援・要介護認定者のうち、「要支援・要介

護認定の更新申請・区分変更申請」をし、調査期間中に認定調査を

受けた方。 

調査期間 平成 29 年１月～平成 29年６月 

調査方法 認定調査員による聞き取り 

対象数 558 票 回収票数 351 通 回収率 62.9％

7.00 

7.52 

6.10 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

全体

生きがいあり

思いつかない

点

15.0 

10.6 

19.0 

13.7 

33.8 

32.0 

25.0 

35.4 

7.3 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度調査

（一般高齢者）

平成25年度調査

（一般高齢者）
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【在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体制の検討】 

介護者不安の側面からみた場合、要支援１・２では「外出の付き添い、送迎等」、「食事の

準備」、「その他の家事」が上位なのに対し、要介護１・２では「外出の付き添い、送迎等」

や「認知症状への対応」が、要介護３以上では、「夜間の排泄」及び「認知症状への対応」

がそれぞれ上位になりました。 

在宅生活の継続が困難となる限界点（在宅限界点）に影響を与える要素としては、要介護

３以上で不安が増す「認知症状への対応」と「夜間の排泄」の２つが得られました。 

介護者の方の「認知症状への対応」と「夜間の排泄」に係る介護不安を如何に軽減してい

くかが、在宅限界点の向上を図るための重要なポイントになると考えられます。 

●要介護度別・介護者が不安に感じる介護 

8.8%

7.0%

1.8%

12.3%

1.8%

0.0%

12.3%

24.6%

5.3%

17.5%

0.0%

17.5%

17.5%

8.8%

5.3%

21.1%

12.3%

16.8%

20.4%

2.2%

17.5%

4.4%

1.5%

17.5%

30.7%

6.6%

29.2%

2.2%

11.7%

9.5%

3.6%

13.1%

11.7%

2.9%

25.3%

40.5%

10.1%

11.4%

0.0%

1.3%

20.3%

13.9%

5.1%

32.9%

5.1%

3.8%

2.5%

3.8%

10.1%

11.4%

1.3%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストー…

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わから…

要支援１・２(n=57) 要介護１・２(n=137) 要介護３以上(n=79)
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【仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体制の検討】 

    介護保険サービスの利用状況について、就労継続見込みを「続けていくのは、やや難しい」

「続けていくのは、かなり難しい」と考えている人では、そうでない人に比べて、介護保険

サービスの利用割合が低い傾向がみられました。 

サービス未利用の理由としては、「本人にサービス利用の希望がない」割合が高く、実際

には、サービス利用の必要性が高いにもかかわらず、サービスが利用されていないことがう

かがえます。 

●就労継続見込み別・介護保険サービス利用の有無（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

●要介護度別・サービス未利用の理由（フルタイム勤務＋パート勤務） 

87.5%

91.3%

66.7%

12.5%

8.7%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題なく、続けていける(n=24)

問題はあるが、何とか続けていける

(n=69)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」

(n=24)

利用している 利用していない

44.8%

20.7%

10.3%

3.4%

0.0%

0.0%

3.4%

0.0%

34.5%

20.0%

35.0%

15.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

14.3%

42.9%

14.3%

0.0%

14.3%

28.6%

0.0%

0.0%

14.3%

0% 20% 40% 60%

現状では、サービスを利用するほどの
状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が
あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、
身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを

利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方
法が分からない

その他

要支援１・２(n=29) 要介護１・２(n=20) 要介護３以上(n=7)
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【保険外の支援・サービスを中心とした地域資源の整備の検討】 

  保険外の支援サービスの利用状況は、総じて低調でした。 

一方で、「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」としては、「移送サービス」、「外

出同行」などの外出に係る支援・サービスの利用、もしくはさらなる充実に係る希望が多く

みられました。 

また、要支援者では「掃除・洗濯」、「買い物」「ゴミ出し」などの生活支援サービスへの

ニーズが高い傾向がみられました。 

●要介護度別・保険外の支援・サービスの利用状況（左） 

●要介護度別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（右） 
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Ⅲ 計画の基本理念 

１ 基本理念 

第 7期計画の基本理念を次のように定めます。 

「ともに生きる活力ある長寿・福祉社会」（ケアタウン おだわら）をめざして 

この基本理念には、次のような内容・意味が込められています。 

「ともに生きる」とは 

地域と高齢者とがともに生きる、つまり、高齢者が地域で自立した生活を営むことができるよ

うに支えるとともに、高齢者の経験や知恵を生かして地域住民の生活が支えられることを意味し

ています。 

「活力ある」とは 

高齢化によって、社会は成熟するものと捉え、個々の高齢者がこれまでの人生で培ってきた知

恵や経験を生かし、役割を持ち、自立することにより、社会が活力に満たされるということを意

味しています。 

「長寿・福祉社会」とは 

「ともに生きる」、「活力ある」という言葉の意味を含むとともに、心身ともに健康で、安心し

て生活を送ることができる社会をあらわしています。  

国では、人口減少、家族・地域社会の変容により生じている様々な課題に対処していくため、

福祉改革の基本コンセプトとして、「『我が事・丸ごと』地域共生社会」の実現を掲げています。 

この「地域共生社会」の実現には、地域住民が地域づくりを「我が事」として主体的に取り

組む仕組みを作っていくこと、市町村がその取組を支援し、公的な福祉サービスへのつなぎを

含めた「丸ごと」の総合相談支援体制整備を進めていくことが必要とされています。 

本市では、こうした国の方針も踏まえながら、第６期計画に引き続き、住民一人ひとりがと

もに支えあい、助け合いながら暮らせるまち、社会的に支援を必要とする方々を制度的な枠組

みを越えて、市民、事業者、行政が一体となって支える「ケアタウン おだわら」の実現を目

指します。 
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２ 施策の体系 

第７期計画では、以下の施策体系に基づき、４つの基本方針ごとに各施策を展開していきます。 

基本方針 施策の目標 具体的な事業 

高
齢
者
が
い
き
い
き
と
活
動
で
き
る
環
境
づ
く
り
の

促
進

プロダクティブ・エイジ

ングの促進 

アクティブシニア応援ポイント事業 

セカンドライフ応援セミナー事業 

シニアバンク事業 

生きがいふれあいフェスティバル開催事業 

老人クラブ活動補助事業 

老人クラブ加入促進事業 

シルバー人材センター運営補助事業 

シルバー人材センター活用事業 

敬老行事・長寿祝事業 

外出・多様な活動の促進 高齢者はり・きゅう・マッサージ等施術費助成事業 

福寿カード配布事業 

高齢者外出関連情報提供事業 

生きがいふれあいセンターいそしぎ管理運営事業 

前羽福祉館管理運営事業 

下中老人憩の家管理運営事業 

地
域
に
お
け
る
高
齢
者
支
援
体
制
の
強
化

地域包括支援センターの

機能強化 

地域包括支援センター運営事業 

地域ケア会議開催事業（個別、圏域） 

地域包括支援センターの運営評価 

在宅医療・介護連携の推

進 

おだわら地域包括ケア推進会議開催事業 

在宅医療・介護連携事業 

在宅医療・介護サービス情報発信事業 

認知症施策の推進 認知症サポーター養成事業 

認知症地域支援推進事業 

認知症初期集中支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

おだわら市民後見人養成事業 

家族介護者支援の充実 家族介護教室開催事業 

家族介護用品支給事業 

徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業 

介護マーク普及事業 

高齢者の暮らしを支える

取組の充実 

高齢者救急要請カード配付事業 

独居老人等緊急通報システム事業 

福祉タクシー利用助成事業 

高齢者居住支援関連情報提供事業 

要配慮者支援対策事業 

高齢者見守り事業 

高齢者虐待などによる緊

急時の体制整備 

老人ホーム入所等措置事業 

養護老人ホーム入所判定事業 

緊急一時入所事業 

高齢者虐待防止ネットワーク事業 



- 31 - 

基本方針 施策の目標 具体的な事業 

保
険
給
付
事
業
の
円
滑
な
運
営

介護（介護予防）サービ

スの適切な提供 

要支援・要介護認定事業 

訪問介護 

訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

訪問看護、介護予防訪問看護 

訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション 

居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導 

通所介護 

通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション 

短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護 

特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護 

福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

特定福祉用具購入費支給、特定介護予防福祉用具購入費支給 

住宅改修費支給、介護予防住宅改修費支給 

居宅介護支援、介護予防支援 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

地域密着型通所介護 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

介護医療院 

介護保険施設等整備事業 

介護サービス事業者の指定 

介護人材確保支援事業 

介護（介護予防）サービ

スの質の向上 

介護サービス事業者指導・監査事業 

介護サービス事業者支援事業 

ケアマネジメント技術向上支援事業 

介護相談員派遣事業 

介護給付適正化事業 

居宅介護支援事業者等補助事業 

介護（介護予防）サービ

ス利用者に対する適切な

支援 

社会福祉法人等利用者負担軽減事業 

高額介護サービス費等の給付 

介護サービス情報公表 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
の
円
滑
な
運
営

一般介護予防事業の拡充 介護予防把握事業 

高齢者筋力向上トレーニング事業（基幹型・地域型） 

高齢者栄養改善事業 

認知症予防事業 

介護予防普及啓発事業 

生きがいふれあいフェスティバル開催事業 

高齢者体操教室開催事業 

いきいき健康事業 

地域介護予防活動支援事業 

ふれあい担い手発掘事業 

介護予防事業評価事業 

地域リハビリテーション活動支援事業 

介護予防・生活支援サー

ビス事業の充実 

訪問型サービス事業 

食の自立支援事業（介護予防・日常生活支援サービス事業) 

通所型サービス事業 

介護予防ケアマネジメントの実施 

介護予防・生活支援サー

ビスの体制整備 

生活支援協議体の設置 

生活支援コーディネーターの配置 

生活支援事業主体の育成・支援 

地域の介護予防・生活支援サービスの情報提供 
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３ 重点指針 

『 地域包括ケアシステムの深化 』 

高齢者が尊厳を保持し、自立生活のための支援を受けながら、要介護状態となっても可能な限

り住み慣れた地域で生活を継続できるように、地域の中で「医療・介護・介護予防・住まい・生

活支援」を一体的、継続的に提供するのが「地域包括ケアシステム」です。 

この「地域包括ケアシステム」は、具体的には、行政による公的なサービスや介護保険制度に

よる介護サービス、医療サービスに加え、地域の住民組織やボランティア（有償によるものも含

む）やＮＰＯなど、多様な主体によって提供される様々な生活支援のサービスが、おおむね 30

分以内に提供される身近な「日常生活圏域」において補完・連携することによって実現されます。 

高齢者を取り巻く環境と支援体制は、地域によって異なります。また、高齢者の誰もが生活の

質を保つためには、全市的な視点での取組も必要となります。 

そのため、地域包括ケアシステムが効果的に機能していくには、地域の特性を踏まえ、あらゆ

る地域資源を積極的に活用しながら、地域住民の自主性・主体性が発揮できるよう、行政が支え

ていくことが重要です。 

また、地域包括ケアシステムを構築し、維持していくためには、介護保険制度の安定的な運営

が不可欠です。介護保険制度の定着とともに、介護保険の利用が急速に増大している中で、団塊

の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度や、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり、高齢者数がピ

ークを迎える平成 52 年度も見据え、高齢者が持っている能力に応じ自立して日常生活を営むこ

とができるよう支援することや、要介護状態等となることへの予防及び重度化防止、効果的・効

率的、かつ適正な介護給付などに取り組み、制度の持続可能性を確保していくことが重要です。 

図Ⅲ-１ 地域包括ケアシステムの姿 

※出典：厚生労働省 
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そこで、第７期計画では、平成 37 年度に向けた中長期的な視点に立ち、重点指針を『 地域包

括ケアシステムの深化 』とし、特に次の５つを柱として取り組みます。 

●５つの柱

（１） 地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、第６期計画において増設、拠点整備を進め、12箇所のセンター

を設置してきました。高齢者人口のおおむね 3,000 人から 6,000 人ごとに１箇所のセンター

が整備され、より身近なところで相談支援できる体制が整いました。 

また、センターは、地域包括ケアシステムを推進していく上で重要な「在宅医療・介護連

携」「認知症施策」「地域ケア会議」などの施策に密接に関わっており、各分野をつなぐ機関

としての役割が期待されています。 

センターが十分に機能を発揮できるよう、センター職員の資質向上を図るとともに、セン

ターの運営評価方法を検討し、適切な運営が行われるよう、市としての支援体制を強化して

いきます。 

（２） 在宅医療・介護連携の推進 

医療制度改革による在院日数の短縮化や高齢者人口の増加などにより、今後在宅で療養す

る高齢者の増加が予測されます。急性期医療から在宅医療・介護までの一連の流れ中で、病

院から退院した高齢者や、がん末期、脳卒中など、医療と介護の両方を必要とする高齢者に

対し、容態に応じた適切な医療や介護が切れ目なく提供される体制の整備が必要です。 

そこで、関係機関内のネットワーク構築をはじめ、人材の育成、情報共有、相談体制の充

実に取り組み、在宅医療・介護の連携を推進します。 

また、市民が在宅医療・介護の現状や看取り等について理解し、安心してサービスを受け

られる、あるいは、適切な選択ができるよう、知識の普及啓発や相談体制の充実に取り組ん

でいきます。 

（１） 地域包括支援センターの機能強化 

（２） 在宅医療・介護連携の推進 

（３） 認知症施策の推進 

（４） 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

（５） 介護保険事業の持続可能性の確保 



- 34 - 

（３） 認知症施策の推進 

国が平成 27 年に発表した推計によれば、全国の認知症患者数が平成 37年には 700 万人を

超え、65歳以上の高齢者のうち５人に１人が認知症にり患すると推計されています。 

認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症施策を具体的に進めるための新オレン

ジプランが策定されました。このプランにおいては「認知症の人の意思が尊重され、できる

限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指

す」を基本的な考え方としています。 

そこで、本市においては、医師会等の医療職と、地域包括支援センターや介護サービス事

業所等の介護職との連携を深め、認知症の早期診断・早期対応を図るとともに、認知症高齢

者の容態やその家族の事情に応じた、適切な医療・介護サービス等が受けられるよう、支援

体制の充実に取り組んでいきます。 

また、認知症に対し、市民一人ひとりが、誰もが関わる可能性のある病気であるという認

識や正しい知識を持つことも重要であることから、地域住民が協力して、地域全体で見守る

環境づくりを推進していきます。 

（４） 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

介護予防・日常生活支援総合事業は、行政が中心となって、地域の実情に応じた住民等の

多様な主体による多様なサービスを充実させることで、地域の支え合い体制づくりを推進し、

要支援者等に対する効果的、かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものです。これ

までに立ち上がったサービスの利用促進や、地域課題の把握・共有により、生活支援体制整

備事業等を活用して取り組んでいきます。 

高齢者の方が、住み慣れた地域で自分らしい生活を送るには、できるだけ元気な状態でい

る必要があります。しかし、75歳を超えると介護が必要な人の割合が急激に増えている状況

であることから、介護が必要となる前に、適切な介護予防事業に繋げていく取組が重要です。 

そこで、70～74 歳の方を対象に介護予防に関する調査を実施し、本調査により高齢者の実

態を把握し、筋力や栄養、外出、物忘れなどの観点から個人の状況に応じた事業に繋げてい

くことにより、介護予防の取組を推進します。 

（５）介護保険事業の持続可能性の確保 

高齢化の進展に伴う要支援・要介護認定者数の増加の結果、今後も保険給付費の増加及び

介護保険料の上昇が見込まれます。 

今後も、高齢者が安心して自立した日常生活を営むためには、保険給付費及び介護保険料

の上昇を極力抑制し、介護保険事業の持続可能性を確保していく必要があります。 

要支援・要介護認定や介護保険施設等の整備、介護人材の確保支援を適切に実施し、必要

な介護（介護予防）サービスの基盤を過不足なく整備することにより、介護（介護予防）サ

ービスの適切な提供に努めます。 

また、介護サービス事業者の指導・監査や、ケアマネジメント技術向上への支援等を通じ
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て、介護（介護予防）サービスの質の向上に取り組みます。 

併せて、高齢者ができる限り要介護状態にならないよう、生きがいづくり、社会参加、及

び介護予防の取組を充実させていきます。 
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Ⅳ 施策の展開 

Ⅴ 介護サービス及び地域支援事業の総費用見込額と介護保険料 




